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○議長（安東正洋君）  皆さん、おはようございま

す。これより本日の会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を行います。 

 一般質問通告表の順序により、５番、中尾 勉君

の発言を許します。 

５番、中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  皆さん、おはようございま

す。議席番号５番、新政会の中尾 勉でございます。

質問に入る前に、能登半島地震によりお亡くなりに

なられた方々にご冥福を申し上げますとともに、災

害に遭われた方々、そして、今なお避難生活を余儀
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なくされている方々へ、心からお見舞いを申し上げ

ますとともに、一日も早い復興を願っております。 

 それでは、通告に基づきまして、一般質問をいた

します。 

 まず、１点目、避難所等の災害対応についてでご

ざいます。 

 日本は、自然災害多発国であり、地震、台風、火

山災害など、各地で甚大な被害が発生をいたしてお

ります。近年の地震では、1993年（平成５年）、北

海道南西沖地震、1995年（平成７年）、阪神淡路大

震災、2011年（平成23年）、東日本大震災、2016年

（平成28年）、熊本地震、そして、2024年（令和６

年）、今年の正月です、能登半島地震。最大震度７

の揺れを観測をし、能登半島地震から今２か月が経

過をしようとしております。今も１万人を超える人

たちが避難所で暮らし、支援をどう継続していくか

が課題となっております。 

 石川県内では、能登地方を中心に、建物やインフ

ラの被害が相次ぎ、２月22日時点で７万5,661棟の住

宅で被害が確認をされ、能登半島地方中心に、およ

そ２万1,800戸で、いまだに断水が続いております。

仮設住宅の整備や断水の解消には時間がかかるとい

う見通しで、避難所生活が長期化する中、支援をど

う継続していくかが課題となっております。 

 自然災害多発国とはいえ、単一の地域で毎年大き

な災害が発生をしているわけではありません。全国

の市町村を対象に、近年の15年間に災害救助法の適

用を受けたことのある自治体は、全体の25％にとど

まっています。残り75％の自治体は、少なくともこ

の15年間は、甚大な被害をもたらす大規模な自然災

害に遭遇をしていないということになります。 

 いわゆる組織内で災害対応経験を持たない職員も

必然的に高くなるということになります。過去の災

害経験や、他の地域で得られた災害訓練を風化をさ

せずに、自治体、組織で引き継いで継続していくと、

そういったことは非常に地域の災害対策の対応の中

で、中核を担うですね、地方の自治体といいますか、

職員も含めて、重要な、その辺が本当に継続できる

のかなというのが課題というふうになっています。 

 そこで、１の①として、避難所となっている――

特に学校施設の体育館とかがなっているんですけど、

学校の備品について、それぞれ災害のレベルに応じ

た対応をしているんだろうというふうに思うんです

けども、どれぐらいの、例えば備蓄としても、どん

なものを備えておられるのか、また何日分を備蓄―

―こういった事態になった時のために、どれぐらい

のものを備蓄しておられるのかをお聞きをします。 

 それから、１の②として、自治会が管理している、

それぞれ地域に集会所とかがあると思うんですけど

も。高齢者の方々は、避難所まで指定をされた、高

田の市役所だとかそこら辺まで移動するのも、また、

小学校なんかの体育館に移動するにしても、今回の

ような地震があった時には難しいのかなというふう

に思われますので、それぞれ地元にある集会所なん

かに防災資材の整備がどうなっているのか。うちも

楢林に憩の家があるんですけど、現実には、毛布と

かそういった災害に備えたものは何もないんです。

だから、そこら辺をどういうふうに考えておられる

のか。 

 それから、１の③として、今回も能登半島地震で、

やっぱりプライバシーの部分とかいろいろあって、

ベッドだとか、個室は無理にしても、やはり間仕切

りをするとか、そういったものを、かさばるものな

ので、そこら辺を。マンホールトイレもそうなんで

すけど、今回マンホールトイレは、もう液状化現象

によってマンホールが盛り上がって、実際にマンホー

ルに蓋を開けてつけるというふうなタイプのもので

すけど、全くそれが使える状態になかったというこ

とであります。 

 そういった部分を踏まえて、あれは段ボールでで

きているのかな、簡易ベッド的なもの、それから間

仕切りなんか。それから今言ったマンホールトイレ

なんかも、どれぐらい備蓄をしているのか、またど

こに確保しているのかというところが、３点目です。 

 それから、１の④として、市民が自ら備える――

日頃から災害備蓄、それぞれ心がけていただきたい

と思うんですけど、それをどういうふうに啓発を、

皆さんにお願いをしているのか。日頃から自分で自

分の身を守るために、やっぱり最低限これだけは準

備しておいてほしい、避難所に行けば全てそろって

いるわけでもないというふうに思いますので、そこ

ら辺の啓発についてお伺いをしたいというふうに思

います。 

 それから、１の⑤として、高田側に避難所として

活用できる複合施設というか、ちょっとどういうふ

うに表現をしたらいいか難しいんですけど、今の、

仮に、高田小学校の体育館が避難所となるとした時

に、体育館も非常にもう古い、老朽化をしています

ので、今、市長のすばらしいアイデアによって、高

田小学校の前に道路が計画をされて、今もう工事に
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かかっていますけども、実際道路ができることで、

あそこら辺、住宅地になってしまうというふうに思っ

ているのです。だから、その前に、高田小学校も体

育館も含めて非常に古いので、学校施設を巻き込ん

で、複合施設――避難所も兼ねたようなものができ

ないのか、そういう考えがないのか、そこら辺をお

伺いをしたいというふうに思います。 

 １回目の質問を終わります。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲

一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  避難所等の災

害対応についてのご質問にお答えをいたします。 

 まず、災害時の避難所の開設につきましては、災

害の警戒レベルに応じて開設を行っており、第１段

階では、高田庁舎、真玉公民館、香々地公民館の３

施設を開設し、避難者の受入れを行っております。 

 警戒レベルが高まった第２段階では、中学校区を

目安に避難所を開設しており、中央公民館、田染小

学校、戴星学園、草地公民館、臼野公民館の５施設

を追加で開設しているところであります。 

 さらに、状況が悪化し災害が発生するおそれが非

常に高まった地区があれば、その地区周辺の避難所

を開設し、避難者を受け入れることも考えておりま

す。 

 １点目の避難所となっている学校施設などの備蓄

品についてでありますが、避難者が使用する毛布や

マットをはじめ、停電を想定した発電機や投光器、

負傷者を搬送するためのリアカーなどを整備してい

るところであります。 

 非常食や飲料水などの備蓄につきましては、大分

県が災害備蓄物資に関する基本方針を定めており、

行政による備蓄をはじめ、民間事業者等との災害協

定に基づく流通物資による備蓄、それと自分の命は

やはり自分で守るという自助を理念とした備蓄、こ

の３つの備蓄の考え方により、災害発生から３日間

の避難生活に最低限必要とされる生活物資を確保し

ているところであります。 

 市民の皆様におかれましても、大規模災害時には

道路の寸断による孤立や支援の遅れが予想されます

ので、最低３日間分は、ご自身で準備していただき

たいところであります。 

 ２点目の自治会が管理している集会所等につきま

しては、各自治会で作成していただいている防災マッ

プにおいて、避難所に位置づけられているケースが

多く見られます。 

 また、市が開設する指定避難所での避難生活が困

難な高齢者などの避難先としての活用が想定されま

すことから、地元自治会におかれましては、宝くじ

の社会貢献事業を活用した発電機や投光器、簡易ト

イレなどの防災資機材の整備を行っていただいてい

るところであります。 

 ３点目の簡易ベッドなどの備蓄状況でありますが、

まず、簡易ベッドにつきましては、高齢者などの使

用を想定し、整備しております。また、かさばる間

仕切りなどのそういった備蓄につきましては、防災

倉庫を高田中学校、桂陽小学校、中央公民館、河内

小学校、草地小学校、真玉体育センター、香々地市

民グラウンド、香々地公民館、そういったところに

設置して管理しているところであります。 

 ご案内のマンホールトイレにつきましては、確か

に下水道に直接汚物を流す仕組みとなっております

ので、今回の能登のような、ああいった感じで液状

化現象とかで使えないようなことが想定されます。

災害時のトイレの確保につきましては、能登半島地

震のような大規模災害において、繰り返し課題となっ

ておりますので、議員ご案内の仮設トイレをリース

している事業者と協定を締結するなど、必要な対策

を今後検討してまいりたいと考えております。 

 ４点目の市民への災害備蓄の啓発につきましては、

能登半島地震を受けて、改めて地震への備えを早急

に啓発する必要があると判断し、市報３月号におい

て特集ページを設けて、地震発生時の身の安全の確

保や災害への備えをお願いしているところでありま

す。 

 最後、５点目の高田側に避難所として活用できる

複合施設の計画ということでございますが、現時点

での具体的な建設計画はございませんが、今後、公

共施設の総合的な管理計画の見直しの際などに、何

をどのように建てるのかなど、全庁的に議論しなけ

ればいけない課題と考えております。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  では、再質問いたします。 

 １の①の部分で、ある程度流れが分かったんです

けども、３日間の分を備蓄をしているということで

すが、例えば水だとか、かさばるものも３日とか、

例えば食べるものであれば賞味期限等があろうと思

うんですけども、そこら辺についてはどのような備

蓄方法を取っておられるのか、お願いをいたします。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲
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一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  非常食の関係

は、衛生上、各庁舎で管理し、避難所開設時に搬入

するという方法を取っております。 

 県が示した備蓄方針によりまして、３日分という

ふうに申し上げましたが、先ほど言いましたように、

市役所だけで３日分を備えるというものではござい

ませんで、先ほど言った自助で備えていただくもの、

それと流通物資で備えを頼るものというふうな考え

方が県の方針であります。 

 具体的に申し上げますと、自助でまず３分の１は

持っていただきたい。しかし、３分の１といいます

と１日分になりますが、自宅でありますと保管する

場所というのはそれぞれありますし、ご自宅ですと

ローリングストックといいますか、備蓄はしている

んだけども、自分で日常的に賞味期限が過ぎる時は

使えるというようなローリングストックの方式が特

に使え、有効ですので、特に３日分以上は取ってい

ただきたいなというふうに考えております。 

 県と市で大体３分の１を賄おうと、３日分の３分

の１を賄おうという考えです。あと、流通物資が当

然ありますので、災害時の民間のスーパーとかそう

いったとことを協定しておりますので、有事は、３

分の１はそこを使おうというふうに考えております。

そういった方針で備蓄をしております。 

 市のほうで保管しているものの賞味期限が過ぎれ

ば、先ほどローリングストックと同じような考えで、

食べるというわけにはいきませんので、お配りする

とか、災害時の、この間、真玉で総合訓練やりまし

たけど、そういった方々にこういった備蓄品があり

ますよという宣伝のために、皆さんにお配りしてい

るとか、そういった活用をいたしております。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  賞味期限切れのものについ

ても、非常に有効な使い方をしているというふうに

評価できると思います。 

 それでは、１の②、自治会がそう管理している、

私の地域の憩の家についても、実際に何もないんで、

今回、市役所のほうに申込みというか、お願いをす

れば、最低限、今はスマホとかもう高齢者の方もみ

んな持っているし、停電になればやはり電気が必要、

発電機とか投光器だとか、そういったもののお願い、

どういう手続をすればいいのか、お伺いをします。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲

一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  ご案内の楢林

の老人憩の家でございますが、平成28年10月から認

可地縁団体の楢林自治会様へ移管を、所有権の移転

をしております。 

 そういったのを活用して、先ほど言った、地元で

防災資機材を備えるという事業がございます。コミュ

ニティ事業というふうに、一般的に通称でいわれる

んですけども、そういったものを活用しての整備と

なります。 

 具体的には、エアコンをはじめ、ここは調理器具

等がもうすでに整備されておりますんで、毛布、マッ

ト、あと発電機とかですね、そういったものの整備

が可能かなと思っております。 

 具体的な手続につきましては、我々のほうですね、

総務課の窓口のほうにご相談いただければ、ご紹介

したいと思いますので、よろしくお願いします。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  早速活用したいというふう

に思います。 

 次に、１の③なんですが、災害が起きた時に、そ

れぞれ高中、桂陽小学校とか、かさばるものについ

ては、何か所かに分散をして備蓄をしているという

ふうな答弁でした。 

 本当に災害が起きると、その備蓄を運ぶ手段とい

うのはどういうふうに考えておられるのか。道路が

寸断をされたりだとか、そこら辺の部分、想定をし

ているのか、そこら辺の考えをお願いをいたします。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲

一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  今回、提出資

料のほうにも実は載せてはいるんですけども、防災

倉庫を高田中学校とか桂陽小学校、あと中央公民館

ですね、河内小学校とか、そういったところに分散

して整備しております。そういったところは、主要

幹線道とかを大体使えるところでありまして、１本

だけとかいうことではないと思いますので、多分よっ

ぽどのことがないと、道路が封鎖されて、道路が啓

開するまで待つということは多分ないだろうという

ふうに思っております。そういったところを選んで

防災倉庫を整備しておりますので、そういったこと

で、そこら辺の心配はあまり考えておりません。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  分かりやすい説明、ありが
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とうございました。 

 昨年ぐらいからずっと地震が数多く発生をしてい

ますが、2023年の１年間で発生した震度４の地震だ

けでも41回、それから震度３以上にすると197回の地

震が発生をしています。体に感じない震度１を含め

ますと、年間に2,227回も昨年１年間で地震が発生し

ています。 

 政府の調査機関の発表では、首都直下型の地震や

南海トラフが30年以内に発生をする確率が70％とい

うふうに発表されています。 

 今日、災害に対する質問をしまして、かなり計画

的に準備をされているし、これからも万全の対策を

していただくことをお願いをいたしまして、次の質

問に移ります。 

 ２点目、上水道の危機管理体制について。 

 ２の①といたしまして、警報システムの構築につ

いてということであります。 

 昨年の６月30日に発生した配水管の破損事故によ

り、４日間に及ぶ断水となりました。私も２日の早

朝に水道が大変なことになっているということで、

地元の業者の方から電話をいただき、どうか手伝っ

てもらえんじゃろうかというところで、ＯＢであり

ますので、38年間水道にお世話になりましたので、

即座に現場のほうに入りました。 

 警報や初期対応の遅れ、それから幹線――大きな

口径のパイプのことになるんですけども、配水管を

止めることができなかったことが原因だというふう

に思われます。 

 要するに、初期対応として、もうこれだけ大量の

水が流れた、漏れた、雨も降っていた、水路に流れ

る水が水道なのか雨水なのか、それは分からない。

あれだけの雨が降った段階では、やはり初期対応と

言葉では簡単に言えるんですけども、なかなか思う

ようにはいかなかったんだろうなというふうには思っ

ています。 

 ただ、漏水箇所をあれだけの雨の中特定をすると

いうことについては、まず無理だと思うんです。だ

から、それを確認する前に、やはり配水池を、前の

議会の答弁では、低水位の警報が入ったのが９時と

いうふうに記憶をしております。ただ、その結果で

やはりもう配水池の量が落ちているわけですよね。

もう半分以下になっているわけですよね。30％とい

うふうにお聞きをしました。 

 それだと、あの配水池にたまっている量は1,400

トンなんですね。だから、３分の１ちゅうことは、

もう500トンもたまっていない状態。そうなると、時

間当たり200トン以上が出ているわけですから、初期

対応できないような状況であったというふうに、結

果論ですけれども、私は現場に入ってそういうふう

に思いました。 

 結果的に、第２配水池を守ることができなかった

というか、配水池を水位を落として空にしてしまう。

これがもう最悪ですね。だから、その前にやはり手

だてがあったんではないかというふうに思いました。 

 今回、玉津側に配水をしている第２配水池という

名称になっているんですが、これは雷の県営住宅の

ところにあるんですけども、水源は、その地域の６

か所に、いわゆる深井戸、100メーター前後の井戸６

本所有をして、それをくみ上げて、中継槽、１回そ

こにためて消毒をするんですけど。 

 配水池自体は、第６次か――昭和63年から平成３

年までの拡張工事で造ったものなんですね。上部は、

ＰＣタンク、それから下部は２つに区切られて下は

ドームになっているんですね。恐らく、担当課長、

入ったこともないだろうというふうに思いますけど

も、非常にその当時では九州でもほとんどない、ドー

ム型の配水池というのは非常に珍しいタイプのもの

でした。 

 そのドームの下の部分には、今回のような緊急事

態が生じた時のために、電動の遮断弁、スイッチ一

つでバルブが閉まるという配水池を守るための装置

がついているんですけども、今回はそれも使われて

いない。 

 それから、その下には高台、雷とか野部とかその

地区に加圧する加圧ポンプも設置をされ、その配管

の中で配水池が使えない時には直送で使えるように

切り替える、これも電動でバルブが切り替えるよう

な装置もついている。経過は37年たっていますけど

も、非常にすばらしい施設ができているんですけど

も、今回は、非常に大量に流れた、地上に出ること

がない、雨が降っていた、悪条件の中での対応とい

うことで、結果的に４日間の断水になってしまった。

過去こんなことはなかったというふうに思っていま

す。 

 今回一番のその原因は、やはり配水池を守れなかっ

たということもありますけども、その前にやはり警

報の出るタイミング、どの段階で警報を出すべきだっ

たのか、その設定がやはりおかしかったのではない

かなと、初期対応ができないほど出てしまったとい

うことになります。 
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 今回、豊後高田市が、水道事業では導入している

インターネット回線を利用したクラウドという、非

常にもう私にはよく分からないんですけれども、イ

ンターネット上でということなんでしょうけども。

私が記憶している限りでは、導入当時には、やはり

県下の市町村はまだまだこういったクラウド式とい

うのは導入していなかったというふうに思うんです

ね。 

 なぜ、このタイミングでその装置にしたのか。費

用の削減というふうな理由であれば、これはちょっ

と理解に苦しむなというふうに思います。 

 当初の計画では、新庁舎への移転の際に既存の上

水道、当時はまだ簡易水道がございましたので、簡

易水道の中央監視システムという形で監視盤や制御

盤、それからテレメーター盤等ですね、２階の、も

うこれわざわざ庁舎を新設する時から計画をして、

そこに制御盤を入れるという想定で造っているにも

かかわらず、蓋を開けると、インターネット回線を

利用したクラウドに変更されている。 

 これは、確かに今の若い世代の方であれば、タブ

レットやスマホで検索ができるちゅうか、利便性は

あるとは思うんだけども、大きな欠点があって、タ

イムラグ、要するに時間ロスがあるんですね。だか

ら、それで見れるのは、恐らく何分か前のデータで

しかないですね。 

 だから、今回のように突発的な事故が起こった場

合には、やはりリアルな生のそのデータがね、今何

トン流れているんだというのがやはりデータとして

職員が分からなければ、対応は全くできない、全く

役に立たないものだというふうに私は思います。 

 このシステムを導入した平成27年かな、ちょっと

はっきり覚えませんけど、28年の１月に大変な寒波

があったんです。寒波による給水装置が何百件とい

うところで破裂をして、配水池が低下をして、今回

と同じように第１水系も、それから第２水系も、そ

して田染の簡易水道ももう配水池が空になる直前、

ほかの市町村はもう断水という状況になったんです

けども、豊後高田市はどうにかバルブ調整等で対応

して断水には至らなかった。 

 本当に、本市のこのシステムに、何で変更を入れ

たのかはちょっと私はよく分からないんですけど、

そこら辺を含めてお聞きをしたいというふうに思い

ます。 

 次に、２の②であります。 

災害が起きた時なんかには、簡易専用水道――市

役所の庁舎内にも受水槽や高架タンクというものが

あります。それから、それぞれ水道は普及していま

すけども、井戸水を使っているところもあるという

ふうに思います。能登半島の映像の中でも、個人の

井戸を道路に流しっ放しにして、自由に使ってくだ

さいというふうな映像で見たことが皆さんもあるか

というふうに思いますが、災害時に断水になった時

に、簡易専用水道、タンクにたまっている水も有効

に使える。それから、また飲用井戸についても、災

害が起きた時には、電気が来ていないと使えないで

すけども、結構使えるんじゃないかなというふうに

思います。 

 そういった意味で、今、病院とかも透析なんかに

は非常に水が要るんですね。１人当たりにも何百リッ

ターちゅうか、相当な水が要るんですね。断水になっ

た時に、その受水槽にたまっている量が本当に今の

量で足りているのか、そこら辺の啓発も含めて、病

院側にお願いしたりとか、それから井戸の調査をし

ているのか、そこら辺をお伺いをします。 

 それから、２の③として、給水車の購入という部

分です。 

 今回、いろんなところから――中津、それから宇

佐、それから大分の薬剤師会検査センターからもお

借りをして、給水車で水を配っているわけですけど

も。県内全域でこんな災害が起きた場合には、近隣

の市町村や薬剤師会からお借りすることはできない

んですね。 

 そうすると、やはり給水車を自分とこで持ってお

かないとということで、購入するその計画、将来的

に、そういったものがあるのか。 

 それから、２の④として、災害時の応急体制の確

立ということで、今回は、市内の管工事組合と災害

協定を結んでいますので、管工事組合が協力をして

くれて、それから水道課に在籍をしたことのある職

員も応援に来ていただきました。そして、私もＯＢ

として参加をさせていただきました。 

 しかし、現場に入ったんですけども、やはりまだ

まだ経験が足りないという部分もありまして、管工

事組合に指示を出せない、何をしていいか分からな

い、どこにバルブがあるか分からない、どこに消火

栓があるか、どの消火栓を開ければいいのか、どの

バルブを閉めればどういうふうに水が流れていくの

か、そこら辺がタブレットを見なければ分からない。

そのような状況では、やはり対応はできないと。や

はり、市長がいつもおっしゃるように、人が一番大
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事なんですね。だから、現場で動ける人間、知識を

持った人間をやはり育成をしていく必要があるとい

うふうに思います。 

 私も含めてですけども、ＯＢも入れたような、災

害時の時に動けるような組織を確立する必要がある

のではないかなというふうに思います。 

 １回目の質問を終わります。 

○議長（安東正洋君）  上下水道課長、甲斐繁彦君。 

○上下水道課長（甲斐繁彦君）  上水道の危機管理

体制についてお答えいたします。 

 昨年６月30日に発生した断水の際は、４日間に及

ぶこととなり、市民の皆様に多大なご迷惑をおかけ

しましたことに対し、改めておわび申し上げます。 

 また、中尾議員におかれましては、漏水調査のご

協力を頂き、現地での指導や調査についてのご指導

を賜りまして、大変ありがとうございました。この

場をお借りして、お礼を申し上げます。 

 警報システムの構築についてでございますが、現

在、水道施設の管理については、遠隔監視システム

により、浄水池、配水池及び取水井などの水位や配

水量などの管理を行っています。 

 本監視システムは、クラウドサービスを利用した

インターネット回線により、より迅速に監視が可能

となっており、複数の職員が同時に監視できるため

導入したものであります。 

 しかしながら、６月30日に発生した断水の際は、

本監視システムからの水位低下警報を、配水池の水

位が30％を切った時点で通知を受けましたが、水位

の低下速度が著しく、４日間の断水を招く結果とな

りました。 

 施設ごとに水位低下警報などの水位の基準が違い

ますが、議員がおっしゃるとおり、システムのデー

タには約15分間のタイムラグがありますので、監視

システムの水位低下の基準を30％から50％程度に引

き上げ、より早めに状況が把握できるように見直し

を考えているところでございます。 

 今後は、安全な給水につながるよう、本監視シス

テムを充分活用していくよう考えております。 

 次に、簡易専用水道及び飲用井戸の活用について

でございますが、簡易専用水道とは、水道事業から

供給を受ける水のみを水源とする水道です。豊後高

田市簡易専用水道に関する規則の規定により、簡易

専用水道を新設、増設、改良する場合には、市に届

け出ることになっており、設置者などの情報は把握

できております。 

 病院などの医療機関や福祉施設につきましては、

貯水槽を設置しているところは、人命に関わること

から、昨年の断水の際も優先的に給水をしましたの

で、今後においてもその方針で給水を行ってまいり

ます。 

 井戸につきましては、過去の調査の状況のままと

なっており、その後の情報の更新ができていない状

況です。昨年の断水もありましたが、断水などの際

に、災害用井戸を事前登録する制度が有効だという

ことを実感しているところです。災害時の断水の際

に地下水を利用できることは、水道が復旧できるま

での救済措置になると考えられます。 

 議員ご提案のとおり、過去の井戸調査の情報を活

用しながら、相手があることでございますので、活

用方法なども含め、検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、給水車の購入についてでございます。 

 現在、本市には300リットルが給水できる小型の給

水車があるものの、昨年の断水の際、中津市、宇佐

市及び大分県薬剤師会検査センターからお借りした1,

500リットル以上が給水できる給水車はございません。 

 大分県内全域にわたる災害が発生した場合、議員

ご指摘のとおり、他市などから給水車を借りること

は非常に難しいと思われます。給水車の必要性は感

じているものの、給水車は約1,500万円と非常に高額

な上、維持管理費もかかりますので、補助事業や有

利な起債などを調査してまいりたいと思います。 

 なお、給水車ではありませんが、その代替として、

令和６年度当初予算に1,000リットルの設置式給水タ

ンク２基、計2,000リットル分の給水タンクを大分県

の交付金を活用して購入する予算を計上していると

ころでございます。 

 次に、災害時の応急体制の確立についてでござい

ますが、豊後高田市と豊後高田市管工事協同組合と

は、災害時における応急給水及び復旧工事の協力に

ついて協定を締結していますので、災害時には協定

に基づき協力を要請するとともに、今後も引き続き

連携を図り、災害時や緊急時に備えてまいりたいと

考えております。 

 また、災害時の応急体制につきましても強化を図

る必要がありますので、議員ご指摘のとおり、水道

事業での経験者の方々などを含め、幅広い方々から

ご協力をいただくことが理想ではありますが、まず

は管工事協同組合と工事などに関する勉強会を計画

し、応急体制を備えるため、自分たちの技術の向上
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を図ってまいります。 

 引き続き、中尾議員にもご指導をお願いいたした

いと考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  ２の①について再質問いた

します。 

 警報の部分が一番の問題だというふうに私申し上

げましたけども、30％から50％に警報のタイミング

を変えるという答弁であります。タイムラグがある

ということについてもお認めをいただきました。 

 28年度答弁の時には、フルタイムで24時間使える、

こんないいものはないというふうな答弁をいただき

ましたが、タイムラグがあるということについては、

これはもう改善をしなければならないというふうに

思っています。 

 それで、再質問ですけども、今回は配水池の水が

減ったよという、その警報しかお聞きはしていない

んだけども、警報を送られる前は、宿直や職員に、

携帯がありましたので、携帯で警報が入るというふ

うになっているんですけども。 

 配水池の低下だけじゃなくて、例えば流量の変更、

流量が非常に、配水量が増えたというふうな警報あ

たりは以前はあったんですけども、今回はなかった

のか。今のその警報の種類、それからその警報をど

れぐらいの範囲でお知らせをしているのか、質問を

いたします。 

○議長（安東正洋君）  上下水道課長、甲斐繁彦君。 

○上下水道課長（甲斐繁彦君）  再質問にお答えい

たします。 

 警報の送信についてでありますけども、遠隔監視

システムは、携帯電話を登録することにより、異常

などがあった場合にメールで通知を受けることがで

きるものです。現在登録している職員は、課長、工

務係の職員、それから関係課の職員が通知を受けて

おります。職員が直接通知を受けることにより対応

しておりますので、宿直の方への連絡は行っており

ません。 

 警報の種類についてでありますけども、水位の上

昇や低下の異常を知らせる警報や、機械器具を含む

システムの異常などの警報があります。時間当たり

の急激な配水量の異常を知らせる警報はございませ

ん。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  警報については、異常水量

についてはないということであります。 

 これは、やはり配水池の水が減ったという部分だ

けの警報だと対応できないと思いますので、やはり

今の時代ですから、水量が異常に通常100トン出てい

るのが150、200トンになったという時に、やはり警

報を出すべきだというふうに思います。それじゃな

いと対応できない。それが警報で分かれば、配水池

が減る前に対応できるわけですからね。また、そう

いったシステムを変えるという方向で検討をしてい

ただきたいというふうに思います。 

 再々質問をいたします。 

 県下でクラウド――クラウドと言いますけども、

私は理屈がよく分からないんですけども、私の記憶

の中では、そんなに県下がもうクラウドに切り替え

ているのかというのはちょっと分からないのですけ

ども、県下の状況について分かればお願いをいたし

ます。 

○議長（安東正洋君）  上下水道課長、甲斐繁彦君。 

○上下水道課長（甲斐繁彦君）  再々質問にお答え

いたします。 

 県内のクラウド導入の状況についてでありますが、

18市町村中、クラウドでの監視システムを導入して

いるところが11市町、２市がクラウドでのシステム

に移行する予定であります。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  時代の流れで、どんどんク

ラウド化されているということは分かりました。 

 ただ、生のデータが入らないという、その部分に

ついては疑問が残るところです。 

 次に２の③について再質問いたします。 

 今回、予算で1,000リットルのポリタンクを２つ買

うということであります。今時ポリタンクというふ

うに思いますけど、畑に水をやるわけじゃないんで、

だから安全性や利便性、やはり1,000リットルの水を

どうやって運ぶのか、軽トラには積めないんで、だ

から、そこら辺、購入してどういうふうに活用して

いくのか。移動するにしても、水を1,000リットル入

れて運ぶにしても、もう大変な作業だと思うんです

けど、そこら辺どういうふうに考えているか、お伺

いをします。 

○議長（安東正洋君）  上下水道課長、甲斐繁彦君。 

○上下水道課長（甲斐繁彦君）  再質問にお答えい
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たします。 

 今回購入予定の1,000リットルの設置式の給水タン

クでありますが、設置式でありますので、トラック

等で配置をさせていただいた後に、300リットルの給

水タンクの分からそちらのタンクに移したいと思い

ます。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  1,000リットルのタンクを２

つ買って、今ある既存のタンクに入れて運ぶなんて

いうことはできないと思いますよね。 

 では、再々質問いたします。 

 給水車については、1,500万円もして高いから、ま

た、維持管理もかかるから買えないということであ

ります。 

 水道事業というのは、公営企業法の法律に基づい

て独立採算という経営方針を取っているわけです。

だから、実際に水道を使ったその料金というか、そ

れで賄っているわけですから、水道を使う方々にご

理解を頂いて、いわゆる給水装置、それから配水本

管やいろんな施設を含めて使う方々の共有財産とい

うふうに私は認識をしております。 

 そういう意味からすれば、やはり財政、要するに

お金を確保するにしても理解をいただいて、平成元

年に料金改定をしてから料金改定もしていない、ま

た職員の給料についても、昨日、大石議員の質問の

中でもありましたけど、４人分の給与しか払ってい

ないということなんですね、水道事業の中で。 

 ということになれば、やはり、今、赤字にならな

いのはそれも大きな理由だろうと思うし、やはり料

金改定も見据えて長期的なやはり計画の中で給水タ

ンクを購入をしていくという考えはないのか、お伺

いをします。 

○議長（安東正洋君）  上下水道課長、甲斐繁彦君。 

○上下水道課長（甲斐繁彦君）  再々質問にお答え

いたします。 

 先ほどご答弁申し上げましたが、給水車の購入に

つきましては、給水車が高額なため、補助事業それ

から有利な起債がないか調査してまいりたいという

ふうに思います。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  中尾 勉君。 

○５番（中尾 勉君）  さっきも言ったように、水

道は独立採算ですから、有効な補助金というのはな

いというふうに私は理解しています。それはそれで、

もうしようがないというふうに思います。 

 今回のその事態を反省をして、将来につなげる水

道施設の構築が必要だというふうに思っています。 

 第２水系でいいますと、浄水池、いわゆる６個の

井戸の水が受ける着水槽がもう昭和50年に造ったも

のであります。かなり老朽化もしております。そこ

ら辺の全面改修、それから５号井、６号井、７号井、

３つの井戸についても昭和45年、それから昭和49年

に掘った井戸であります。だから、これも取水がか

なり落ちているというふうに理解をしております。

そこら辺の水源開発。 

 それから、市長が定住対策として全力で取り組ん

でおられる真玉の分譲団地、またその２期も予定を

されております。この地域への配水施設についての

構築、やはり今、加圧でしか送っておりませんので、

そこら辺の改修もお願いをしたいというふうに思う

し、第１水系、いわゆる川原にある温泉のすぐ横に

ある第１水系ですけども、これもすぐ横に、幼稚園

の横に２号井というのがあるんですけども、これも

温泉施設の希釈水に使う浅井戸の浅いボーリングを

掘っているんですね。これを希釈用に毎日100トンぐ

らい使っているのかな。 

 それから、２号井から今、炭酸水を供給をいたし

ております。この炭酸水を供給することによって、

非常に浅いところの水を取っているので、うちの１

から４号井というのは、伏流水――浅井戸なんです。

だから、それで２号井について、非常に水質が少し

変わって、今は使用していないという状況になって

います。ここら辺の対応。 

 それから、田染地区にある旧簡易水道との、もう

今は上水道でカバーしているんですけども、連絡管、

ここも水源は１つしかありません。水源が壊れれば、

水はストップしてしまいます。だから、今、佐野ま

で100ミリを延ばしていますので、それから連絡管を

延長すべきではないかなというお願い。 

 それから、松津地区の水源についても、蒸発残留

物が非常に高い数値でありますので、今は膜ろ過で

処理をしていますけども、そこら辺の問題。やるべ

き課題は山積みだというふうに思います。 

 また、管工事組合に加入をしている市内業者の育

成、それから今のための施策、それから料金徴収の

基となる検針や受付業務、これも民間委託をいたし

ております。処遇改善など、いろいろ課題はあるん

ですね。 

 まず、言いたいのは、職員たちがやはりこうした
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人たちのおかげで業務も減っているし、職員の数も

減らされていますけども、やはり業者の方々や感謝

の気持ちを持って、やはり業務に取り組んでいただ

きたいというふうに思います。 

 50年先を見据えて、技術の向上、それから現場で

の的確な判断ができる職員の育成、そして技術系職

員の――なかなか採用が難しいんですけども、適正

な配置をお願いをして、質問を終わります。（○16

番（大石忠昭君）議長、議事進行について発言を求

めます） 

○議長（安東正洋君）  どうぞ。 

○16番（大石忠昭君）  いいですか。ありがとうご

ざいます。 

 私も長年、議員をしておりますが、豊後高田の議

会は、会議規則で質問時間が答弁を含めて１時間と

なっています。私はもうほとんど１時間をこなして

やってきましたが、なぜ、意見を述べるかというの

はですね、やっぱり市民の皆さんが議会の活動に関

心を持ってもらいたい。今回、報酬も５万円引き上

げるということでね、思っているんですよ。 

 それでね、市は、議会はケーブルテレビのために

ですね、今度の議会で４人の質問の内容を紹介して

おります。今日の午前中に終わるという紹介をして

おります。何人からも聞きました。私も改めて市の

ホームページを見ましたらね、今日は４人が午前中

に終わるということで宣伝しているんです。今朝の

ケーブルテレビの時間では10時からずっと５時まで

ということになっていますけどね、それまではそう

なっておったんですよ。 

 それでね、これは私の提案でですよ、以前、それ

ぞれが１時間やるのか、自分は30分なのか、20分な

のか、50分なのかね、自主申告を議長にすることに

なっています。私はもうずっと自主申告をしてきま

した。私は１時間でね。今回も、私はみんなの高田

で、皆さんに関心を持ってもらうために、今回は４

人の質問があると。しかし、私はおおよそ11時前後

と紹介したんですよ。 

 その根拠はですね、私が聞いているのは、自主申

告はそれぞれ20分ずつだと聞いておりましたので、

まあ11時、それよりもちょっと長くなってもね、11

時前後なら間違いないかなと思ったんだけど、約１

時間ありましたね。その１時間やったことが悪いと

言っているんじゃないですよ。大いに議論すること

はもう賛成です。市民から見てもね、やっぱりいろ

いろな課題を１時間いっぱいやることを求めている

と思うんですよ。 

 しかしね、どうなるかと言うたら、私のみんなの

高田は全戸に新聞折り込みしましたけどね、11時前

後と書いたんですよ。今のまま行ったらね、もう11

時前後と言ったらもう11時になったでしょう。 

 それでね、聞きたいのはね、幾ら１時間いっぱい

やってもらいたいんだけども、やっぱりおおよそね、

私は何ぼというように申告するようになっとるから、

申告が１時間近くとなっておったのか、それとも私

が聞いているように20分となっておったのか、その

辺ちょっと説明してもらってね。今後についてはね、

やっぱりほぼ自分の申告を守るというように努力し

てもらったほうが、後の人のためにもよいんじゃな

いかと思いますんで、意見を述べます。 

 それから、私が指摘しましたように、ホームペー

ジでね、そりゃ日本全国、今度の議会では１日目に

何人で誰がどんな質問をするということが公開され

ているんです。高田の場合も４人分で午前中に終わ

るという公開がされておりましたけどね。この判断

もね、ちょっと間違いではなかったかと思うんです

けど、説明をお願いします。 

○議長（安東正洋君）  しばらく休憩いたします。 

午前11時２分 休憩 

午前11時４分 再開 

○議長（安東正洋君）  休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 これは質問があり答弁があります。よってですね、

ここを再質問、また再々質問ということで、当初20

分で終わるところが30分かかるとか40分かかるとか、

いろいろ質問者に応じていろいろ違うと思います。

よって、これは概ねであってですね、時間のずれは

あろうかと思いますので、ご了承願います。 

 一般質問を続けます。 

２番、在永 恵君の発言を許します。 

２番、在永 恵君。 

○２番（在永 恵君）  議席番号２番、在永 恵で

ございます。一般質問通告書にのっとって（聞き取

れず）させていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 質問事項１番、減災シンポジウムin豊後高田市に

参加してということで、成果についてご質問いたし

ます。 

 まず、１番であります。 

減災シンポジウム終了後のアンケートを一般公開

されますかということでありますが、令和６年１月2
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8日、中央公民館で行われました減災シンポジウムに

参加をさせていただきました。このシンポジウムは

大分大学主催で、共催として豊後高田、そして大分

県、気象庁、大分地方気象台等により開催をされま

した。 

 当日は休日にもかかわらず、市内外から約170名の

方が訪れました。まず第１部として災害を学ぶ、そ

して第２部、実践的な避難計画に向けて、第３部、

若者からの提言、それにおいては県立高田高校の生

徒と大分大学の学生により行われ、第４部では市民

参加によるディスカッションでした。パネリストと

して豊後高田市長、佐々木敏夫さん、そして市民代

表、女性２名の高校生代表、大分県立高田高等学校

の女生徒でありました。そして、鶴成センター長が

務めるテーマで、住みよいまち、豊後高田の防災・

減災をテーマに討論が進みました。 

 その中で心に残っていますのが、市長の住みたい

田舎４年連続部門トップに加え、住みやすいまちづ

くり、ため池等の確認で安心して暮らせるまちづく

りにも力を入れているというふうに述べられたとこ

ろが残っております。 

 そこで、１番の先ほど言いましたが、減災シンポ

ジウムの終了後行われたアンケートは、いつの時点

でどういう方向で一般に公開されますか、という質

問だったのですが、３月号の市報に記載されている

ようであります。 

 先だって、豊後高田でも震度２から３の地震が発

生しましたよね。そういった中で、市報による広報

であったり、いろんな方法で市民の方々に、いろん

な伝え方があるかと思います。その視点から、議会

の一般質問、ケーブルテレビを通して再度、特に注

意してもらいたい点を説明してください。それが１

番目です。 

 そして２番目に入ります。 

 令和６年能登半島地震の報道以来、毎日のように

全国各地で地震が発生しているように思われます。

千葉県ではスロースリップ等が発生していると言わ

れております。注意せざるを得ない模様です。 

 また、南海トラフ巨大地震の前兆を観測する高精

度ひずみ計が九州に初設置と。そこで南海トラフ地

震、また周防灘地震がもし発生した場合の豊後高田

市への影響はどのように考えていますか。 

 そして、３つ目が令和６年度能登半島地震の報道

を目にするたびに、家屋の倒壊等を見まして恐怖を

覚えました。そこで、豊後高田市において家屋耐震

の補助金とそしてまた、今のその補助金等の現状を

示してください。 

 以上であります。よろしくお願いします。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲

一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  減災シンポジ

ウムの成果についてのご質問にお答えいたします。 

 １月末に行われましたご案内の減災シンポジウム

につきましては、多くの市民の皆様をはじめ、議員

にもご参加をいただきまして大変ありがとうござい

ました。ご来場された方々におかれましては、特に

１月に能登半島の地震が発生したこともありまして、

高い関心を持ってご参加されたのではないかなとい

うふうに考えております。 

 減災シンポジウムでは、大分大学から本市の災害

リスクを解説いただいたほか、豊後高田市防災士協

議会からは、昨年10月に行った真玉であった避難所

開設運営組合における課題や、女性視点を取り入れ

た避難所運営が必要なことが紹介されたところであ

ります。 

 また、大分大学の学生と高田高校の生徒からは、

減災に向けた提言もございました。最後のディスカッ

ションでは、能登半島地震の影響もあり、地震に関

しての対策が注目を集める中、豊後高田市において

は国東半島特有の、先ほどご案内ありましたため池

が多いという地理的特徴や、近年の気候変動に伴い

集中豪雨が発生していることから、線状降水帯など

の大雨が予想される際に、水位調整のため、ため池

を事前放流する減災対策について、市長よりご紹介

をいただき、注意喚起を図ったところであります。 

 また、ご来場者の皆様にはアンケートにご協力を

いただき、市民参加型で議論を深めたところであり

ます。ご質問のアンケート結果でありますけども、

見てみますと年齢が40代以下の若い世代の参加がや

や低い状況もありましたが、参加者におかれまして

は、能登の地震の報道の影響もあろうかと思います

が、ハザードマップの活用が結構定着しているなと

いう結果が出ていたこと、あと災害への備えは皆さ

んそれなりにやられているんですけども、アンケー

トでは充分ではないという思われている方が90％も

いらっしゃったと。 

 また、自助や共助を中心とした減災対策を進めて

いく上で、地域住民との連携が非常に大事であると

いうような考えを、自主防災などの組織づくりが重

要であると考えられている参加者の方が７割いたと。
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こういったことは非常に防災意識の高さが伺える結

果が出たなというふうに考えているところでありま

す。 

 これらのアンケート結果や減災シンポジウムの概

要につきましては、当日ご来場されなかった方々に

も共有し啓発が必要ですので、まずは、この先ほど

ご案内いただきましたけども、市報３月号において

表紙に減災というふうに書いていますけども、この

中で特集ページを設けてご紹介させていただいてい

るところであります。 

 また、２点目の南海トラフや周防灘断層帯を震源

とする地震が発生した場合の本市への影響について

であります。平成25年３月に大分県が公表した地震

津波被害想定調査結果や、地震調査研究推進本部の

評価を基にお答えをさせていただきたいと思います。 

 まず、南海トラフ地震につきましては、今後30年

以内の発生確率が70％から80％、最大震度５弱、最

大津波高は約2.8メートル、津波が到達するまでの時

間が最短で３時間程度と予測されております。 

 次に、周防灘断層帯を震源とする地震につきまし

ては、今後30年以内の発生確率が２％から４％、最

大震度６強、最大津波高は約３メートル、津波が到

達するまでの時間は最短で13分程度と非常に短いと

予測されており、これも市報３月号において周知を

させていただいたところであります。 

 これらの予測や能登半島地震発生後の状況から、

本市でも耐震基準を満たしていない建築物の崩壊や

津波による浸水被害、地震による火災の発生、停電

や断水などライフラインの停止、沿岸部を中心とし

た液状化現象の発生などが想定されます。 

 また、土砂災害により道路が寸断された場合や橋

梁が崩落した場合には、救助や支援が遅れるのみな

らず、集落が孤立するというような事態も想定され

ますので、孤立集落の調査をすでに、孤立が想定さ

れるような集落の調査をすでに進めておりまして、

今後必要な対策を行ってまいりたいというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  都市建築課長、近藤保博君。 

○都市建築課長（近藤保博君）  減災シンポジウム

の成果についてのご質問のうち、家屋の耐震の助成

金についてお答えいたします。 

 家屋の耐震の助成金については、昭和56年５月31

日以前に建築された、いわゆる旧耐震基準で建築さ

れた木造住宅を対象として、耐震診断及び耐震改修

を支援する豊後高田市木造住宅耐震化促進事業補助

金の制度がございます。 

 内容を具体的に申し上げますと、耐震診断の支援

につきましては、建築士法の規定によりまして、大

分県知事が登録した建築士事務所に所属する建築士

で、知事の指定する耐震診断講習を受講し、大分県

建築物総合防災推進協議会に登録された診断士が行

う耐震診断に要する経費を助成するものでございま

す。 

 この補助金を活用することによりまして、実際の

個人負担は5,500円で耐震診断を受けられるというこ

ととなります。また、診断まではしなくてもよいが、

耐震に関する相談をしてみたいという方につきまし

ては、県が耐震アドバイザー派遣を無料で実施して

おりますので、そちらをご紹介するようにしており

ます。 

 次に、耐震改修の支援につきましては、耐震診断

の結果、耐震改修は必要と判断され、ご自身で耐震

改修を実施する場合に、耐震診断を基に作成した耐

震補強設計に基づき実施する耐震改修工事に対し、

補助率３分の２、上限100万円を助成するものでござ

います。 

 なお、所有者が65歳以上である等の条件に該当す

る場合には、上限は120万円となります。また、住宅

内の１階の一部屋に頑丈な箱、いわゆる耐震シェル

ターを設置し、建物が倒壊しても安全な空間を確保

する耐震シェルター改修については、補助率３分の

２、補助額は上限30万円となります。 

 次に、本制度の利用状況につきましては、本年度

を含む過去５年間で、耐震診断が22件、耐震改修が

３件となっております。令和６年能登半島地震以降

は問合せが増えておりまして、市民の関心が高まっ

ていると感じておりますが、補助制度を知らないと

いう方もまだ多くいると思われますので、市報３月

号の減災特集で少し触れておりますが、次回４月号

においても募集記事を掲載し、併せてケーブルテレ

ビを活用するなど制度の周知を図りたいと考えてお

ります。 

 大地震は今後いつ起こるか分かりませんので、本

制度はそれに備えて、木造住宅の倒壊等による被害

を軽減するための制度です。積極的にご活用いただ

きたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  在永 恵君。 

○２番（在永 恵君）  再質問ではございません。
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ハザードマップ等、かなり市民の方々が確認されて

いることに安心しております。それと、地域住民の

方々の協力が必要だと、かなり皆さんコミュニケー

ションを取りながら安全に逃げていただく。自分の

命は自分で守るというのを確認されたと思います。 

 そしてまた今、家屋の補助金の件ですが、ますま

す皆様に広報して分かっていただければありがたい

かなというふうに思います。ということで１番は終

わりたいと思います。 

 続いて、予防接種の補助についてということで、

一般質問をさせていただきます。 

 肺炎球菌ワクチン助成制度の継続と、さらなる周

知の重要性。高齢者の肺炎球菌ワクチンは、その予

防効果と医療費削減の効果から、平成26年10月に65

歳の方を対象に定期接種制度が開始されました。定

期接種が開始された時に、66歳以上の全ての方に接

種機会を確保するため、経過措置が設けられました。

これは70歳から100歳までの方で、５歳刻みの年齢に

なる方をそれぞれ５年間かけて順次対象としている。

しかし、経過措置終了後、接種率が下がったことも

あり、令和元年からさらに５年間経過措置を設ける

こととなりました。 

 その経過措置も令和５年度末までとなっています。

令和６年度からは65歳の方のみが定期接種の対象と

なる。これを受けて現在、本市の高齢者の肺炎球菌

ワクチンの接種率と周知方法を教えてください。 

また、経過措置が令和５年度で終了となるが、同

時に本市豊後高田市が独自に助成している制度につ

いては、当面継続すべきだと考えますが、市の見解

を示してください。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼健康推進課長、清

水栄二君。 

○市参事兼健康推進課長（清水栄二君）  肺炎球菌

ワクチン助成制度の継続と、さらなる周知の重要性

についてのご質問にお答えいたします。 

 肺炎球菌感染症は、化膿性随膜炎、敗血症、肺炎

などを引き起こすことのある感染症で、肺炎球菌性

肺炎は成人肺炎の25％から40％を占めるとされてお

ります。 

 肺炎球菌感染症の予防といたしましては、肺炎球

菌ワクチン予防接種を行うことにより、肺炎球菌感

染症による肺炎の重症化予防と死亡リスクを軽減さ

せることができるとされております。 

 高齢者の肺炎球菌ワクチン予防接種は、議員から

ご案内がありましたように、平成26年10月から予防

接種法に基づくＢ類の定期の予防接種に位置づけら

れました。その対象者及び回数は、65歳の方及び60

歳以上65歳未満の方であって、基礎疾患等により自

己の身辺の日常生活活動が極度に制限される程度の

障がいを有する方で、過去に肺炎球菌ワクチン予防

接種を行っていない方となっております。 

 接種回数につきましては、１回のみが定期の予防

接種の対象となっておるところであります。定期の

予防接種として導入された際に、65歳以上の方の接

種機会を提供する目的で、経過措置として平成26年

度から今年度まで各年度において、65歳から100歳ま

での５歳刻みの年齢の方を接種の対象として、現在

まで接種を行っているところです。 

 この間の接種者数は、令和６年１月末時点で4,68

8人、１月末時点の65歳以上の人口による接種率は5

6％となっています。予防接種法に基づく65歳以上の

方を対象とした経過措置については、10年間続けて

まいりましたが、国の方針により、今年度末をもっ

て終了することとなりました。 

 なお、本来の対象者である65歳の方等の接種につ

きましては、予防接種法に基づく定期の予防接種と

して、自己負担額3,000円で引き続き実施してまいり

ます。また、この予防接種は、高齢者のインフルエ

ンザ予防接種と同様に、主に個人予防のために行う

ものであるため、個別の通知は行いませんが、市報

４月号やホームページ等によりお知らせしてまいり

ますので、接種を希望される方は、ぜひ接種を受け

ていただきますようお願いいたします。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  在永 恵君。 

○２番（在永 恵君）  今、課長の方から詳しくご

説明いただきましたが、国の方針で今年度末をもっ

て終了ということでありますが、なかなか肺炎球菌

ワクチンの予防効果と医療費削減の効果が、やっぱ

国が方針をやめることによって意識が薄れるんでは

ないかと思いますので、より多くの方に、市民に対

して情報提供だけは引き続きお願いしたいと思って

おります。これで２番目を終わります。 

 続いて、３番目の質問に入りたいと思います。３

番目の質問であります。 

 コロナ禍明けの飲食店のにぎわい支援ということ

で、１番、コロナ禍が落ち着いてきているものの、

飲食店等の集客状況については、週末がにぎわって

いる程度であり、まだまだコロナ禍の前に戻ってい

ないように思います。そこで、何らかの継続的な支
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援が必要ではないかと考えます。 

 ２つ目に、タクシーや運転代行の運転手が不足し

ているように見受けられますが、地域のタクシーの

状況と課題についてどのように認識しているのか、

示してください。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼商工観光課長、河

野真一君。 

○市参事兼商工観光課長（河野真一君）  それでは、

コロナ禍明けの飲食店のにぎわい支援についてのご

質問にお答えいたします。 

 昨年の春以降、新型コロナウイルスの分類が変更

されたことなどから、各種団体等の懇親会など、コ

ロナ禍で自粛してきた大人数での会食が少しずつ復

活し、宮町をはじめ市内の飲食店に客足が戻ってき

ました。 

 しかしながら、コロナ禍での自粛が令和２年から

３年以上の長期期間にわたったことから、生活様式

が変化し、冠婚葬祭などは小規模での開催が定着し、

懇親会なども一次会で終了する割合が多くなるなど、

飲食店のにぎわいは完全には復活していない状況と

なっております。 

 本市では、コロナ禍での飲食店の対策として、店

内での感染防止対策や店舗家賃の支援を手始めに、

お弁当などのテイクアウトの推進、消費喚起のため

のプレミアム商品券の継続的な発行、昨年３月には

飲食店を対象にしたスマートフォンを使った期間限

定のポイント付与などの対策を行ってきました。 

 さらに、本市独自の物価高騰対策を早期に実施す

るため、昨年の第４回定例会におきまして議決をい

ただき、県下で唯一の第８弾となる30％プレミアム

付きの商品券を、過去最大の発行総額であります４

億5,500万円規模で、先月の７日から発売したところ

でありまして、第１弾からの総額は25億3,500万円に

も上ります。 

 飲食店にとりまして、２月から３月にかけては冬

枯れの時期と言われ、客足が遠のく時期でもありま

すので、この時期に利用開始できたことで、消費喚

起による飲食店のにぎわい支援にも寄与できたので

はないかと思っております。 

 なお、来月からは大分県と福岡県とＪＲグループ

が連携して実施いたします、国内最大級の観光キャ

ンペーン、ＪＲデスティネーションキャンペーンが

始まりますし、また７月には恋人の聖地、９月には

日本風景街道の全国大会が本市で開催されますので、

一人でも多くの方に市内の飲食店に立ち寄っていた

だけるよう努めてまいりたいと思っております。 

 今後とも、商工会議所や商工会とも連携いたしま

して、市内の飲食店のにぎわいを取り戻すべく、継

続的な取組を進めてまいりたいと思っております。 

 続きまして、タクシーの現状についてでございま

すが、コロナ禍における需要の激減と人材不足によ

り、全国的にタクシー不足が問題となっております

が、本市におきましても同様にタクシーが減少して

おり、特に夜間は数が少なく厳しい状況でございま

す。 

 一方、運転代行業者は運行状況も復活してきてお

りまして、現在販売しましたプレミアム商品券を使

えるところも多いので、市内の飲食店でお酒を飲ん

だ場合には、ぜひご利用いただければと思っており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  在永 恵君。 

○２番（在永 恵君）  課長、ありがとうございま

した。かなり心配していたんですけどもにぎわいが

戻ってきているということでありますので、私自身

も一応商工会議所の常議員でもありますし、微力な

がら応援できればなと思っております。 

 では、これにて私の一般質問を終わります。あり

がとうございました。 

○議長（安東正洋君）  それでは、しばらく休憩を

したいと思います。 

午後の会議は13時を予定しておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

午前11時30分 休憩 

午後１時０分 再開 

○議長（安東正洋君）  休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 一般質問を続けます。 

16番、大石忠昭君の発言を許します。 

大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  日本共産党の大石忠昭です。

昨日の議案質疑に続きまして、市民の皆さんの声を

取り上げて、今日は６項目13点の質問をしたいと思

います。何とか全ての項目で答弁を頂きたいと思い

ますので、長すぎる答弁を避けていただいて、もう

市民にとって肝心な部分だけを、市民に分かりやす

い言葉で簡潔に述べていただきたいということをお

願いしておきます。 

 最初は、第１項目めは防災対策についてです。 

質問の前に、今回の能登半島地震で亡くなられた
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方々のご冥福をお祈りいたしまして、心から哀悼の

意を表しますとともに、被災された方々に対しても、

心からお見舞いを申し上げたいと思います。 

 私も長年議員をしておりまして、今回の能登半島

の状況をテレビで見るたびに、心が痛みますし、や

はり今回も震災後の最初の議会ですから、何人もの

議員が質問して議論していただいたらいいなと思い

ましたら、午前中２人の議員ともが震災問題を取り

上げて、すばらしかったと思います。私も重複しな

いように４点述べたいと思うんです。だから、なる

べく簡単に答えていただきたいと思うんです。 

 私は、これは市長がすばらしいのか総務課長か、

企画情報課長かね、職員の皆さんすばらしいと思う

けど、今度の３月号の市報にタイトルも減災問題、

中身は６ページにわたって、本当に今日答弁を頂い

た内容が全て入っていますわね。 

 市長の実績も全国に先駆けてね、これはもう前か

ら知っておりましたけどね、ため池で洪水のために

危険性のあるときには、土地改良区とも協定を結ん

でおってね、その水を調整をするというすばらしい

ことですよね。そういうこととか、減災シンポジウ

ムありましたけど、高校生の活動というのもすごい

なあ思いました。 

 ある方から聞きましたね、高校生が災害にあった

ら一番先に何をするかっていったらね、うちのおじ

いちゃんとおばあちゃんを一番先に助けるという発

言も感動したそうですね。私ももう豊後高田市民は

市長もすごいしね、市民もすごいとこれは思ってい

ます。幸いにして、今回シンポジウムが豊後高田で

できましてね、来年は国だけであるようですけどね。

だから、そういう上に立って４点の質問ですけども。 

 １点目は、能登半島地震の教訓を生かして、市の

防災計画はあるんですけども、やっぱり全国的にも

う能登半島の地震から学んで見直しがやられている

んですよね。 

 新聞報道によりますと、新年度予算にこの防災対

策の予算を増やしたところが約６割の自治体である

ということも報道されていますわね。それで高田で

は、能登半島から学んでどういうように防災対策を

見直しをしようとしているのか、本当に基本的なこ

とだけでいいです。 

 ２つ目が、避難所の問題で質問項目を出しておる

んですけども、それもまあ総務課長から先ほど答弁

がありまして、だから私なりに分析しましたけどね、

高田には36か所指定避難所があるんです。この５年

間の中で、実際に指定避難所を開設した一番多いと

きで11か所を開設してあるんですね。 

 一番避難が多かったところは一昨年の台風10号の

時なんです。その時は市内の７か所、それでも開所

したところは７か所なんですけれども、７か所とも

避難者がありまして、194世帯で334人が避難をして

いますね。 

 だから、その中でどういう備品が備えられている

かというのも一覧表もらいまして理解できましたの

で、もう一言、今までの高田で一番大きかったとき

とか、あるいはこの５年間で12回しか避難所は使わ

れていないんですよ。その中から見て、利用者の苦

情だとか、あるいは要求だとか、あるいは能登半島

から学ぶべき問題で高田でもやっぱり備品、避難所

の関係で何か改善をしたらいいなという点があった

ら、市民の前に明らかにしていただきたいと思いま

す。 

 ３番目は、福祉避難所の問題です。 

もうこれを思い出したんですけど、当時、土谷 力

議員がよく取り上げておりまして、もう高田では、

今や事業所と市で福祉避難所の協定を結んでいる施

設が12か所あるんです。しかし、まだこの間で実績

はゼロです。しかし、私はテレビを見て能登半島の

状況から見たら、本当に避難所まで行くことに困難

な障がい者だとか、あるいは高齢者の方々の問題は

大事な問題でありますので、この協定、今までは実

績ゼロやけれども協定書の内容を改善をして、何と

か直接避難所まで行く方の困難な体の状況の人、高

齢者や障がい者の方のために便宜を図るように改善

をしてもらったらと思いますが、見解を求めます。 

 ４つ目には、木造住宅の耐震化の問題。 

これも先ほど答弁がありましたけども、ちょっと

これは不十分な点がありますので、私は今後どうす

るという問題、もう少し市民に分かるようにしても

らったらと思うんで、これも再質問したいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼総務課長、飯沼憲

一君。 

○市参事兼総務課長（飯沼憲一君）  防災対策につ

いてのご質問にお答えをいたします。 

 まず、１点目の能登半島地震を教訓にした市の防

災対策の見直しについてですが、午前中の在永議員

の一般質問でも少し触れさせていただいたとおり、

能登半島地震発生後の様々な被害状況を踏まえまし
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て、道路寸断等による孤立集落というのは考えられ

るということで、そういった対策に向けてすでに調

査を進めているところであります。 

 ２点目の避難所の非常食、生活必需品、資機材な

どの備蓄でありますけども、考え方にあった、これ

も中尾議員の一般質問でご答弁させていただいたん

ですが、自助の部分の備蓄と、それをしっかりやっ

ぱりやっていただきたいという啓発を継続して行っ

ていかなければならないなというふうに思っており

ます。 

 それと、備蓄は自助と、あと協定に基づく流通物

資と市と県の分、その４者で３日分をというふうな

考えで備えております。多ければ、多いほうがいい

のでしょうが、先ほど言った消費期限とかそういっ

たものもございますので、県の備蓄物資の方針が示

されておりますので、それに基づいて、必要な備蓄

品を今後も確保していきたいというふうに思ってお

ります。 

 まず一番大事なのは、もう市民の皆さんも意識を

高めていただいて、備蓄品をそれぞれしっかり持っ

ていただくこと、それが一番大事かなというふうに

思っております。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  社会福祉課長、田染定利君。 

○社会福祉課長（田染定利君）  それでは、防災対

策における福祉避難所についてのご質問にお答えを

いたします。 

 現在、市内には二次避難所となる福祉避難所とし

て12か所の障がい者施設や介護施設、また宿泊施設

などと、災害発生時における福祉避難所の設置運営

に関する協定を締結しております。 

 これは、市内において大規模な災害が発生した際、

特別な配慮が必要となる、いわゆる災害時要援護者

などの避難の援護について、福祉避難所の設置及び

運営に関する協力を要請できる旨を規定するととも

に、その手続等について定めたものでございます。 

 本市においては、幸いにして本協定に基づく福祉

避難所の開設が必要となるような大規模な災害は、

これまで発生しておりません。しかしながら、令和

３年の災害対策基本法などの改正や、全国的に頻発

する災害などの発生を受け、災害の危険性が高まっ

た際に、一般避難所同様に同時に開設するいわゆる

一次避難所として、災害時要援護者の方のみを対象

とした指定福祉避難所の指定に向けても、すでに本

年度より準備を進めているところでございます。 

 なお、現在、新聞報道にもありますように、今回

の能登半島地震で課題となりました、災害時におけ

る避難行動要支援者名簿と個別避難計画の早期作成

に向けても取組を進めているところでございます。 

 今後も、より一層の災害弱者支援の強化に向け取

組を進めてまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  都市建築課長、近藤保博君。 

○都市建築課長（近藤保博君）  私のほうから、木

造住宅耐震化促進事業の今後はどうするのかという

ことについて、お答えしたいと思います。 

 木造住宅耐震化促進事業の実績につきましては、

先ほど、在永議員に申し上げましたとおり、本年度

を含む過去５年間で耐震診断をされた方が22件、そ

れから耐震改修をされた方が３件となっております。

耐震診断を受けた22件のうち20件は、やはり耐震補

強が必要との診断が出たところでありますけれども、

その後の耐震改修には３件しかつながっておりませ

ん。 

 本人負担も生じますので、耐震改修までなかなか

進んでいないというのが現状でございますが、まず

は木造住宅の耐震化補助制度を知らないという方も

多くいると思われますので、今後も市報やケーブル

テレビで制度の周知を図っていきたいというふうに

思っております。 

 また、来年度から地域サロンの市から行って講義

といいますか、講話をする際のメニューにもこの耐

震の関係を入れまして、もう既に数件のサロンから

４月以降の講話の依頼が入っておりますので、そう

いったところでも周知を図っていきたいというふう

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  時間の関係で４項目の中の、

最後の４項目めだけについて再質問をしたいと思う

んです。 

 今の答弁で、今年度を含めてということは、今の

年度やね。23年度ということで、それを含めて診断

は22件あったと。いわゆる補助金を出して改修した

とこは３件だけだということですね。もう少し遡っ

て私なりに調査をしてみましたら、９年間で同じ状

況なんですね。９年間にわたって豊後高田市の場合

は、改修補助金を支給したところが３件しかないと

思うんですよ。 

 大事な時間ですから、問題をどう片づけるかとい



３月６日 

 - 36 - 

う立場から議論したいと思うんですけども、なぜこ

んなに遅れているのかという点で、それは県のデー

タも全国のデータも出されておるんですけども、豊

後高田はホームページを見ましても、耐震化計画と

なるものを作っているけれども、いつまでに何％ま

で持っていくということはない、今の答弁もないん

ですよね。だから、それをちょっと明らかにしても

らいたいと思うんです。どこも県も最近ではＮＨＫ

新聞が大きく取り上げましたけどね、県の計画どお

りにいかない、この調子で行ったら何百年かかって

もなかなか計画は達成できない状況なんですよ。 

 私なりに分析しましてね、何でこの耐震化の補助

金を100万円出すのもかかわらず、実施しないかとい

うことですね。100万円かかっても大変なんだけども、

やっぱり一番は、私はね、市民に対してこの耐震化

の重要性、必要性についても、大事さ、こういう補

助金があるんだからこういうことをやって、こうやっ

て身を守りましょうというのが弱いと思うんです。 

 私ね、５年間の市報を調べてみました。今までは

６月号か７月号だけ、１年に１回だけ先ほど説明が

あった住宅耐震化の補助金を書いているんです。こ

れを読んだだけでなかなか理解もできないし、そん

なに金かけてやるかということにもならないと思う

んですよね。私はもうここの問題点をやっぱり執行

部は共有せんといかんと思うんです。大事さが分かっ

ていない。県もこれ大事、大事と言う、国も大事と

言うけれどね、徹底されてないんですよ。 

 ２つ目には、大事さは分かっても住宅を持ってい

る所有者は、補助金を100万円もらっても65歳以上は

120万円もらっても、自己負担が大変なので、これは

私がいい例ですよ。市議会議員もしてなんて言うこ

とかというけどね、もう残念ながら今の家もボロボ

ロですわね、それこそ一番先に潰れるでしょう。新

しくほかの家を買い取りましてね、今度移ることに

なりましたけど、ここも同じですよね。 

 でもね、自己負担が100万円も200万円もかけては

ね、なかなか改修できないと思うんでね。この自己

負担を少なくするためにどうするかというのを市だ

けでは難しいからね、県や国に対して働きかけをし

て、自己負担を減らすために努力をしてもらいたい。

そのためにはどうかということね。 

 それから、もう１つはこの中の一番最後に書いて

いる、１行書いておるんですよね、それ何て書いて

おるかと言ったら、耐震シェルター改修に対して、

補助率が３分の２で30万円というのがあるんですよ。

これを私はどういう内容か知らなかったら、うちの

家内が、能登半島の以後、こんだけ宣伝されておる

のにあんたテレビ見らんけんなと言われて今朝も叱

られたところなんですよ。 

 それでね、これだったら30万円の補助とすると３

分２で30万円だということだとなると事業費が45万

円ということでしょう。45万円のうち30万円だから

その大石の家をするとしたら15万円あればできると

いうことなんですよね。 

 これについてね、これは普及したらいいと思うん

ですよ。これだったら市は100万円、120万円出さな

くて30万円補助すればいいことでしょう。これもう

私なりに説明せよと言うたら説明するけど、できる

場合、今日、勉強しましたけどね。もう課長のほう

から、こういう事業なんだから、僅か最高でも15万

円あったらいいよと、あるいは10万円ぐらいででき

ると言うたらこの程度のことはできるんだから、自

分の身を守るためにこうしたらどうかということを、

ここでＰＲしてもらったらと思いますが、どうでしょ

うか。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  都市建築課長、近藤保博君。 

○都市建築課長（近藤保博君）  それでは、大石議

員の再質問にお答えしたいと思います。 

 耐震化率につきましては、一応計画の中では令和

７年度までに90％というとんでもない数字、これは

もう以前、県が出している数字とか……（○16番（大

石忠昭君）  何％と言ってください）90％ですね。 

（○16番（大石忠昭君）  来年までじゃないんです

か）そうですね。今実態としてはですね、固定資産

台帳等で拾い上げてみますと、今の耐震化率は50％

弱ということでありますので、ちょっとなかなか進

んでいないというのが実態でございます。 

 広報が足りないんじゃないかということでござい

ますけども、ご指摘のとおり、昨年まで募集の記事

を１回出すだけでですね、耐震化の必要性とかそう

いったものを、なかなか周知ができなかったところ

でございますので、今ちょうどタイミングもいいで

すから、今年度につきましては、そういった広報を

増やしていきたいというふうに思っております。 

 それから、シェルターの関係ですけど、令和元年

度に１件だけ実績がございます。その事業費ベース

なんですけども80万円で、補助金が上限の30万円を

支出をしたということでございます。ですから、シェ

ルターもいろいろ種類があるので、その時の実績と
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しては80万円かかったということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  もう10分たちましたので、

次に行きます。 

 今の耐震シェルターの問題ではですね、大阪の岸

和田市が市民向けの動画を作っています。すごい内

容ですから参考にしていただいてですね、なるべく

受益者負担が軽くて身を守るための対策を取るよう

に、執行部として努力をしてもらいたいと思います。 

 次が２番目の問題は、物価高からどうやって暮ら

しを守っていくかということで、なるべく短くで終

わりたいと思うんですけどね。 

 でも振り返ってみますとね、昨年の６月議会で市

長は、国からの３万円をもらえない方については、

市の基金を活用して全ての世帯に３万円を支給する

と。これ全国では豊後高田市だけということも分か

りました。 

 あと調べてみましたらね、住民税の均等割だけを

収めている課税世帯ね、ここにはかなりのところで

３万円を出しているんですよ。高田はそれ以外のど

ういう高額所得者にも３万円出してきました。 

 何を言いたいかと言いますとね、国のほうもやっ

ぱり非課税世帯に３万円出したんだけども、これじゃ

あ不十分だったと。住民税の均等割世帯にももう３

万円をして、あと７万円追加して10万円出そうとい

うことになりましてね、追加予算で今回、全国でも

臨時議会を開いて補正予算の審議をするなどしてね、

作業を始めておりますし、豊後高田の場合は専決処

分をやって市長は早く支給をしたいということになっ

たと思うんですけど、中身がね、私は疑問を持った

んですよ。 

 全国どこでもですね、非課税世帯のみの家庭には 

10万円給付しますよという宣伝をしているのに、高

田の場合はホームページを見ても、市報を見ても７

万ですよと書いているわけよね。残念ながら、先決

処分の予算書を見ましても、その３万の分について

は歳入になってないんですよ。もったいない話をし

たなと思ったら、後から請求すれば取れるというこ

とも分かりましたけどね。 

 だから何を言いたいかというとね、豊後高田の場

合、これも佐々木市長だけですよね、大分県でやっ

たのはね。一昨年に非課税世帯に国は５万円出しま

したね。その時に豊後高田市だけが佐々木市長の力

で住民税、均等割り世帯にも５万出したんですよ。

これは立派なものなんです。今度はそういうことを

やっている３万円出したとこは全国にざらりとある

んですね。 

 だからそのことに対してね、その人たちに７万出

すというのは分かるんですよ。高田の場合は３万円

を出したのはですね、市の独自の金を３万出してい

るんだから、今回は国からの分の10万円はそっくり

その均等割世帯にも支給すべきではないかというの

は、私の考えなんです。 

 その分、去年６月議会で佐々木市長は全ての世帯

に３万ずつ、どんな高額所得者にも出しましたから

ね。今度は非課税世帯の方に３万をね、市の基金か

ら出せばね、これ一番いい策ではないかと思ったん

だけども、もうすでに市報でも発表したけど７万円

しか出さないちいうから、もう手がつかんなと思う

んですけどね。もうそのことは昨日の議会でも議論

しましたから、もう今日は言いませんけども、やっ

ぱり一番ひどいのは非課税世帯なんですよ。税金を

納められない、収入の少ない方々ね。 

 この方に対してはね、やっぱりこの国から新たに

交付を受ける分と足らない分は市の調整基金を運用

してですね、もう最高３万ですよ。あるいは２万円

でも１万円でもいいからね、ここ一番困っているん

ですよ。プレミアム商品券を買ってもらったからい

いじゃないかという。プレミアム商品券、ここの皆

さんは買う金もないんですよ。 

 そこのところを市長もよく理解していただいてね、

今回の議会で補正追加は無理だったら６月でもいい

し、９月でもいいからですね、非課税世帯が本当に

生活困難なんだと。住民税の均等割世帯も困難だと。

これを国も認めて今回10万だったわけね。そこも含

めてですね、今後、市長に検討してもらいたいと思

いますが、どうなのか。 

 その辺の検討課題だけのことで答弁でいいです。

短くていいと思います。もういろんな説明要りませ

ん、昨日聞いているから。検討課題だけのことを言っ

てください。検討できるかできないかだけでいいで

す。 

○議長（安東正洋君）  社会福祉課長、田染定利君。 

○社会福祉課長（田染定利君）  それでは、物価高

から来る暮らしを守る支援策のうち、物価高騰緊急

支援金のご質問にお答えさせていただきます。 

 昨日の議案質疑の際にもご答弁をさせていただき

ましたけれども。（○16番（大石忠昭君）  要らん

ちゃ、検討するかどうかだけでいい。短くしてくだ
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さい。時間がないから）本市では昨年７月に住民税

非課税世帯に加え、全世帯に独自施策として、すで

に１世帯当たり３万円の支給を行っております。 

 この際、住民税均等割のみ課税世帯へ給付した３

万円は、12月に実施いたしました住民税非課税世帯

への給付と同様に支援金10万円の先行給付として、

今回は不足分の７万円を給付させていただいており

ます。 

 これに伴い、国から交付金１世帯当たり10万円の

うち、３万円は先行給付に要した財源へ振替をさせ

ていただきたいと考えております。よって、議員ご

質問の住民税非課税世帯等への新たな独自支援につ

いては、現在のところ考えておりませんので、ご理

解のほどお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  今２項目でここまでたった

んですよ。だからもう答弁を短くね、質問の趣旨に

答える部分だけに絞らせてもらえませんか、議長、

お願いします。 

 今のまま行ったら全部やれないですよ。もう私も

原稿なしでやっていますからね、簡単な質問でいき

ますからね。 

○議長（安東正洋君）  それではですね、執行部の

方にお願いがございます。１回目の質問に対する答

弁はですね、懇切丁寧にお願いしたいと思います。

２回目、３回目の質疑については、イエスかノーか

でお願いします。大石議員の時間でございますので、

よろしくお願いいたします。ようございますか。 

○16番（大石忠昭君）  よくないです。懇切丁寧に

というのではなく、市民に分かりやすい言葉で簡潔

にですよ。質問された部分だけを簡潔に述べる。 

○議長（安東正洋君）  だから、質問に対して懇切

丁寧に市民に分かるように説明をする、そういうこ

とですね。（○16番（大石忠昭君） 分かるように

は大事です。市民に分かってもらうには） 

○議長（安東正洋君） はい、どうぞ。はい、大石

忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  じゃあ次も、なるべく簡潔

に質問しますからね。子ども医療費の助成について

であります。 

 豊後高田市ではね、永松市長時代と違って佐々木

市長になりましたらね、私ども長年やってきた問題

なかなかできなかったんですけど、佐々木市長にな

りましたらね、それは高校までの医療費の無料化、

中学までの給食の無料化、ゼロ歳からの保育料と保

育所における給食代の無料化などなどね。そして今

度の議会では、小学校、中学校、高校の入学祝い金

を１人５万円出すと、まさにですね、これも全国ど

こでもやっていますわね。 

 １つだけね、ちょっと私は子育て支援で新たにも

う１つ加えてもらったらと言うのがですね。子ども

が入院した場合の入院の食事代が１食が460円かかる

んです。１か月で４万円かかるんですよ。これにつ

いてね、何とか無料にすれば、市長が言う全国トッ

プレベルは、本当に更新できるのではないかと思う

んです。 

 私なりに研究してみましたらね、大分県当局が、

やはり豊後高田の例にハッパをかけられましてね、

新年度からは、今までは中学までの入院、それから

就学前の通院医療費用の半額しか県が補助金を出し

ていなかったのが、新年度では高校生の分を拡充す

ることになったんです。 

 今までは豊後高田はこれの分も全部無料化して、

その分はふるさと納税で賄っていたんですけれども、

今度、県から新たに補助金が豊後高田市に交付され

ることになりましたので、これを使えばね、今私が

提案をしております入院時の高校生までの食事代無

料化はできるのではないかと思いますから、ぜひ子

育て支援策を更新してもらうためにもね、やっても

らわないかと思いますが、見解を求めます。 

○議長（安東正洋君）  子育て支援課長、水江和徳

君。 

○子育て支援課長（水江和徳君）  それでは、子ど

も医療の入院時の食事代についてのご質問にお答え

します。 

 子ども医療費の助成につきましては、子育て世帯

の負担軽減を図るとともに、疾病の早期発見と早期

治療を促進し、子どもに健康で健やかに成長しても

らいたいという目的で実施をしております。 

 ご質問の入院時の食事代についてですが、市長が

提案理由で述べられたように、全国的に少子高齢化、

人口減少が大きな問題となっている中、高校生まで

の医療費の無料化、そして高校までの授業料完全無

料化など、全国トップレベルの施策に取り組んでい

る本市としては、このたび、この入院時の食事代の

助成についても積極的に取り組むべきという考えに

至った次第であります。 

 実施に向けては、今議会の最終日に、条例改正案

及び補正予算案の準備を検討しているところであり
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ます。追加提案が成立した暁には、市民への周知を

始め、大分県医師会、大分県国民健康保険団体連合

会、社会保険診療報酬支払基金大分支部などの関係

機関と調整を行うとともに、システム改修など事務

手続の整備を行った上で、本年、令和６年７月１日

から実施できればと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  今、課長から条例改正など

事務的準備をして本市では７月１日から実施をした

いということですね。それは、市長の決断を高く評

価いたします。 

 次に行きます。次は自衛隊名簿の提供問題につい

てであります。 

 全国的に問題になっているんですけれども、自衛

隊の募集になかなか応えてもらえないということで、

全国の自治体に対して自衛隊から協力要請があって、

18歳と22歳の市民の名簿提供を行っておりますが、

これは個人情報保護法に違反するのではないかとい

う形で国会でも問題になりましたね。国会の答弁を

聞いておりましたけれども、これはあくまでも自衛

隊が市町村に対する要請であって、応えるか応えな

いかというのは、そこの市町村長の判断でよいです

よと、お願いするだけですよと。全国のデータも国

会に示されましたけれどもね、私の理解では、応え

ないと、何ぼ言うてきても名簿をわざわざコピーし

て渡すようなことはしませんというところが、４割

近くあるということも分かりました。 

 それでね、高田の場合はどうなっているかという

ことで資料ももらいましたけども、もう少し簡単に

こうなっていますということを言ってもらってね。 

 ２つ目の質問では、これは要請があっても応える

義務はない。応えるか応えないかは、市長の権限で

できるようになっています。これに応えないからと

いって、国から補助金を削減されるようなことは全

くありませんのでね、何とか市民の同意なしに強行

するということはやめてもらいたいと思いますが、

見解を求めます。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  市民課長、黒田敏信君。 

○市民課長（黒田敏信君）  それでは、自衛隊への

名簿提供についてのご質問にお答えいたします。 

 名簿提供等を含む自衛官等募集事務につきまして

は、自衛隊法第97条第１項において、法定受託事務

とされ、自衛隊法施行例第120条には防衛大臣は自衛

官等の募集に関し、都道府県知事または市町村長に

対し、必要な報告や資料の提供を求めることができ

るとなっております。 

 さらには、住民基本台帳法第11条第１項の規定に

より、法で定める事務の遂行のために必要である場

合に該当すれば、住民基本台帳の一部の写しの閲覧

を請求することができるとなっておりましたが、令

和３年２月５日付の防衛省及び総務省連盟の通知に

おいて、募集に関する資料として住民基本台帳の一

部を用いることにつきましては、特段の問題を有す

るものではないことが明確化となり、紙媒体などで

の提供が可能となりました。 

 本市からの情報提供につきましては、これらの規

定や通知に基づいて、現在、自衛隊大分地方協力本

部長からの依頼を受け、毎年５月頃その年度に18歳

になられる方などを対象として、住所、氏名、性別、

生年月日の情報を紙媒体で提供をしております。 

 自衛隊は、大規模火災時に被災地支援などの生命

や財産を守る重要な任務を担っております。人材確

保は大変重要な課題であると考えられますので、募

集に関する情報提供は今後も協力してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  時間がないので、あと１回

だけ質問したいと思うんですけれども、私は日本共

産党員ですから述べますけれども、安倍政権時代に

もう手前勝手に法解釈をして、安保法制――戦争法

を強行しましたし、また集団的自衛権を行使して、

まさに戦争国家づくりの法律の整備を整えたんです

よ。それを引き継いだ岸田政権は、今度は敵基地攻

撃能力の保有などと打ち出して、５年間に軍事費を4

3兆円に大軍拡をやろうと、いわゆる実戦面で戦争す

る国づくりへと進もうとしているんですよ。 

 大分県内の状況を見てください。大分の自衛隊の

大分分屯地、いわゆる通称で言いますと、あそこは

敷戸弾薬庫と言いますね。ここで大分合同新聞に何

度も大きく報道されているようにね、ここに敵基地

攻撃能力用の長距離ミサイルを保管するための施設

を７個また作るんですよ。そして、日出生台におい

ては、アメリカの海兵隊と自衛隊が一緒になって合

同実戦訓練をやると、あるいは大分空港についても

自衛隊の訓練をやると、まさに大分県でも本当にね、

戦争準備が進んでいると言える危険な状況にあるん

ですが、断固私たちは反対して平和を守るために頑
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張りたいと思うんです。 

 アメリカの言いなりに軍事費を拡大して、軍事対

軍事で対抗すれば、悪循環を引き起こして、まさに

日本が相手国から攻め込まれるような大変な事態に

なると思うんです。そんなことだけは絶対私は許せ

ません。そういう中でね、私はこの東アジアの地域

を日本を含めてですね、どうやって戦争のない平和

な地域にするかというのは、やっぱり日本の政府は

東南アジア諸国連合、いわゆるASEANの取組からよく

学んでもらってね、軍事対軍事ではないんですよ。

本当に対応を徹底すると、平和外交を徹底する。日

本は憲法９条を持った国ですからね、そういうアジ

ア全体の平和のために貢献するような日本政府で

あってもらいたいと思うんです。 

 日本共産党は党を作って102年になりますけどね、

私も日本共産党員、党に入ってもう60年近くになる

んですよ。これまでの経験を生かしてですね、戦争

は絶対許せないと、平和のために頑張りたいと思う

んです。だからこそね、だからこそ市長にね、これ

はいくら自衛隊から名簿を提出してくれと要請があっ

ても、これは義務ではないんだからね。 

 大分県の中でも佐々木市長はこれを拒否したと、

新聞記事で佐々木市長が評価されるような態度を

取ってもらいたいと思うんです。全国では４割近く

がですね、まだ提出をしておりません。高田のよう

な立場を取っておりませんので、そうしてもらえな

いのか、市長の見解を求めて、この質問を終わりま

す。 

 答弁できなかったら休憩してください、議長。 

○議長（安東正洋君）  はい、しばらく休憩いたし

ます。 

午後１時40分 休憩 

午後１時41分 再開 

○議長（安東正洋君）  休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

市民課長、黒田敏信君。 

○市民課長（黒田敏信君）  再質問にお答えいたし

ます。 

 名簿提供が戦争等につながるということはないと

思います。自衛隊は先ほど申しましたように、大規

模火災、それから被災地支援などの生命や財産を守

る重要な任務を担っておりますので、名簿提供は必

要だというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  次に行きます。５番目は、

難聴者への補聴器購入の補助金についてです。 

 これも何度も議論をしましたけれどもね、私の記

憶では最初に取り上げた時の答弁が一番良くて、だ

んだん市民にとって悪い方向の答弁しかできていな

いんですけれも、全国的には逆なんですよね。この

１年間で、私が原稿を上げているように、１年間で

全国では239か所が助成制度を設けたんですよね。そ

れぞれの議会での状況を聞いていましたけども、今

やれないというところでも必要性を認める答弁をし

ているんですよ。 

 それで、やっぱり今すぐできなくても、全国先進

地に学んで、大分県の中では豊後高田が１番でやっ

たと言うぐらい市長、前向きに検討してもらえませ

んか。それだけのものを。できるかできないか検討

するかどうかだけの答弁でいいです。あと時間がな

いから。 

○議長（安東正洋君）  社会福祉課長、田染定利君。 

○社会福祉課長（田染定利君）  それでは補聴器購

入に対する補助制度の創設についてのご質問にお答

えをいたします。 

 これまでの一般質問でもご答弁をさせていただい

ておりますとおり、こうした補助制度につきまして

は、国において持続可能な公的助成制度の創設が望

ましいものと考えております。 

 そうしたことから、これまでも全国市長会を通じ、

国への提言の中で、補聴器購入に対する助成制度の

創設など、積極的な措置を講じることを求めている

ところでございますので、引き続き国の動向を注視

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  今のことで述べますと、豊

後高田で佐々木市長が実施をしましたね、全国トッ

プレベルという給食代でも、高校生までの医療費の

問題でも、保育料の問題でも、その他でも、全部国

は本当はやるべきなのに、国はやらないけれども、

市長の力で豊後高田では子育て支援をやるよって

やっているんですよ。 

 高齢者の、難聴者のためにやろうと思ったら、や

れるんですよ。国の動向じゃないんですよね。国に

対しても、国の制度で公の制度を作るというのは強

く求めてもらいたいと思いますけどね。引き続き市

長、実施しているところも調べていましたけど、そ

う大した予算でなくてもやれますからね。やっぱり
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高齢者、難聴者を守ると、あまりにも購入するのに

高過ぎるんですよ。そういうことでやってもらいた

いということで、次に行きます。 

 最後６項目めは、有機農業の推進についてであり

ます。あと16分ありますからやれると思うんですけ

どね。ちょっと前置きをします。新しい問題ですの

でね。 

 温室効果ガスを大量に排出する科学的肥料の生産、

それから過剰な使用などで環境負担を抑えるために

有機農業を推進しようと、今、社会的な課題になっ

ています。耕作面積に対して、現代有機農業を実施

している割合は、イタリアが16％、ドイツやスペイ

ンが10％、フランスが８％、それに対して日本では

農林水産省の発表でも0.6％の状況です。これを農林

水産省は、日本では全国耕作面積のうち、有機農業

を２万5,000ヘクタールあるものを、今度は2050年ま

でには100万ヘクタールに拡大しようと。まさに、面

積率でいきますと有機農業0.6であったものを24％ト

ですよ。高田でいうと耕作面積の24％を有機農業で

やろうというのが、農水省の基本的な考え方なんで

す。 

 そういう中で、今オーガニックビレッジの取組を

農林水産省は推奨しています。オーガニックビレッ

ジというのは、一言で言うならば有機農業の生産か

ら消費まで一貫して農業者のみならず、事業者や住

民を巻き込んだ地域ぐるみの取組を進めている市町

村のことを言うんです。 

 このような先進モデル地区を農林水産省は、2023

年度から交付金を開示しまして、2025年までには全

国で100市町村まで広げようと今進めております。そ

ういう中で、農林水産省で調べたら、豊後高田も20

24年度から準備を進めてやるんやということが分か

りましたけどね。私は、自分なりの考え方なんです

けど、間違っていたら指摘をしてください。 

 この豊後高田市で有機農業を本格的に進めれば、

どういうメリット、波及効果があるかなと。１つは、

世界的に問題になっている気候危機を打開する上で

の大きな役割につながるんじゃないかと。科学的社

会主義に代わって、牛ふんなど、あるいはもみ殻な

どの堆肥化をすることによって、１ヘクタール当た

りでしますと年間５トン近い温室効果ガスを削減で

きるというデータが出ております。 

 ２つ目には、輸入に頼ってきた肥料がですね、あ

まりにも高騰しましてね、農家は大きな打撃を受け

ているんですけれども、私は国からの助成をいただ

いて、この有機農業を推進すればですね、それだけ

に農業を進めている方々に希望を与えることにつな

がるのではないかなと。 

 ３つ目にはね、学校給食を有機米や有機野菜に使

う自治体が全国で急速に増えております。本市でも

ですね、これを本格的に実施をすれば、子どもたち

には安全でおいしい給食を与えることができ、子ど

もも生まれることにつながるのではないかと。 

 ４つ目の問題が市長、大事なんですよ。これね、

豊後高田でもオーガニックビレッジを宣言をして、

本格的に有機農業をやっているということを全国に

アピールをすればね、私は必ずと言っておきます。

豊後高田市の新しいイメージアップにつながって、

安全な給食を求めるお母さん方が全国にたくさんい

ます。よし、そんなにあれならね、田舎暮らしする

ならば豊後高田市に移住するぞと。移住者が増える

ことは間違いないと、私は確信しております。 

 ５つ目がですね、新規就農者の移住者を増やすこ

とにもつながるんじゃないかと、全国のデータを調

べてみました。大分県も新規農業者を推進していま

すわね、それで移住者の中では有機農業を目指す、

目指したいという方が多いようなんですね。だから、

これもまた新たな移住者対策につながるんではない

かと思うんですよ。 

 しかしですね、この問題はやはり本格的に推進す

るためには、いろいろな課題があるかと思いますけ

れどもね、佐々木市長は農業振興課、そして教育委

員会、農家や新規就農者、保護者などとも連携をし

て、協議に協議を重ねて、国の交付金を活用してで

すね、有機農業の生産者を拡大する。学校給食につ

いても本格的な取組をするということを提言したい

と思うんです。 

 以上の観点から、質問は４点ですからね、４点に

答えてもらったらいいんです。１点は、原稿を出し

ているとおりにですね、今後の事業計画、事業の推

進計画について。 

 ２つ目が、オーガニックビレッジの宣言について

ですが、市長は国からの助成を受けて有機農業を本

格的に進めるために、オーガニックビレッジの宣言

を早い時期にしてほしいと思いますが、市長の見解。 

 ３つ目には、生産農家を拡大し、支援体制などを

拡充してもらいたいと思いますが、それがどうする

のか。 

 ４つ目が、学校給食の有機農産物の活用化につい

てですね。これにかみ合う形で答弁をしていただき
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たいと思います。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  市長、佐々木敏夫君。 

○市長（佐々木敏夫君）  私から有機農業推進のう

ち、オーガニックビレッジ宣言についてお答えいた

します。 

 現在、国では食料、農業の持続的向上に向け、み

どりの食料システム戦略を策定、その中で有機農業

等の推進を図っております。 

 本市においては、これまで農事組合法人JAPANク

ローバー、長崎鼻で活動している株式会社油花の２

法人で約43ヘクタール、その他11個の個人農家、約2

1ヘクタールで有機農業が行われております。また、

学校給食等においては、すでに有機農産物の生産者

のご要望等も踏まえながら、地産地消の観点から有

機農産物を食材として取り入れているところでござ

います。 

 そして、こうした取組を推進するため、本年度、

国の交付金事業を活用し、昨年５月に市内の栽培農

家を中心に豊後高田市有機農業推進協議会を設立し、

本年１月には協議会メンバーの各農家さんが育てた

野菜を使った料理を試食しながら、今後の有機農業

の推進についてご意見をいただいたところでござい

ます。 

 今回のオーガニックビレッジ宣言は、国の交付金

事業を活用する必須要件として、有機農業推進に取

り組んでいることを公表するものであります。本宣

言については、今後の本市の農業推進策の一つとし

て、有機栽培農家の経営安定はもちろん、移住を考

える方においても有機農業に取り組みたいというニー

ズもあるようですので、移住者等を含めた有機農業

を志す新規就農者の確保、育成、そして消費者にとっ

て有機農業が魅力あるものになるよう、宣言をまと

めていきたいと考えております。 

 その他の項目については、担当課長から答弁をさ

せます。よろしくお願いいたします。 

○議長（安東正洋君）  農業振興課長、川口達也君。 

○農業振興課長（川口達也君）  それでは、有機農

業推進のうち、事業推進・生産拡大についてお答え

します。 

 市長が先ほどご答弁したように、本市では昨年５

月に、みどりの食料システム戦略交付金を活用し、

有機農業に取り組む農家の方を中心に、豊後高田市

有機農業推進協議会を設立。現在、有機農業施策や

各農家の栽培ノウハウ、出荷や販路に関する情報の

共有と交換、先進地への視察などを行い、生産者間

の連帯を進めているところです。 

 今後については、豊後高田産有機農産物としての

ブランド化と消費者への認知度向上に向け、有機農

産物の独自認証基準を創設するとともに、協議会と

して各農家がまとまってスケールメリットなどを発

揮しながらニーズへ対応することで、販路開拓や拡

大を進めていくこととしています。 

 また、生産農家の支援として、産地づくりに向け、

各種補助事業等を活用し、土壌改良や生産性・品質

向上のための施設や機械などの導入支援などを行う

とともに、九州農政局・大分県拠点や県とも連携し、

物流事業者や卸売店舗関係者との意見交換、生産者

と市内外の消費者との交流会実施などを進めていく

ようにしております。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  学校教育課長、河野政文君。 

○学校教育課長（河野政文君）  それでは、学校給

食への有機農作物の活用についてお答えいたします。 

 学校給食は、児童及び生徒の心身の健全な発達に

資するものであることから、本市では約2,000食の給

食を安定的に提供し、子どもたちの健康や食育の推

進に努めているところでございます。 

 現在、学校給食への有機農産物の使用につきまし

ては、昨年５月に発足いたしました豊後高田市有機

農業推進協議会の会員を中心に、食材の一部を取り

入れているところでございます。 

 今後につきましても、可能な限り地元の食材を地

元で消費する地産地消の取組を推進してまいりたい

と思っています。 

 以上であります。 

○議長（安東正洋君）  大石忠昭君。 

○16番（大石忠昭君）  あと僅かな時間になりまし

たが、今後の事業推進について課長からあったんで

すけど、ちょっとよく聞こえないんですけどね、具

体的にはどれだけの規模に有機農家を拡大するか、

そういう計画はないんですかね。もう１回で答弁終

わったらと思いますのでね、市長も宣言をするため

に努力をしていくということですが、これは議会の

議決事項ではないのですよね、市長が宣言すれば、

だから６月議会の冒頭で宣言文を読み上げると。 

 そうしましたら、写真入りでですね、全国に広が

るんです、これが。ホームページ見ましたらね。一

昨年度分については全部顔つきで市長、村長のコメ

ントが入っていますが、いい宣伝にもなりますよ。 
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 だから、６月議会までには宣言ができるのかどう

かですね。それから、学校給食についても、もう１

個１個やらないと悪いですか。悪いかな。その辺、

あとでね、学校給食も実際どこまで進もうとしてい

るのか、今現在何ぼかという教育長データがありま

すか。あとでやりますけど、時間があれば。 

○議長（安東正洋君）  農業振興課長、川口達也君。 

○農業振興課長（川口達也君）  それでは、再質問

にお答えします。 

 今後の規模の拡大の目標的なものはということで

ございますが、今の段階で具体的にこれだけの規模

に持っていくというような具体的な数値はございま

せん。まずは有機農業者間での連携づくり、そうし

たそういう形、体制づくりをまず当面進めてまいり

ます。 

 それから、オーガニックビレッジ宣言、６月議会

等ではというようなご意見ですけれども、このビレッ

ジ宣言に関しましては、一応実施要綱上の中で宣言

を作成するとなっております。その方法につきまし

ては、市のホームページ等で公表で、ことが足りる

というふうになっておりますので、なるべく早い段

階で市のほうで、先ほど市長が申されたような内容

をまとめながら、ホームページ等で公表していきた

いというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（安東正洋君）  学校教育課長、河野政文君。 

○学校教育課長（河野政文君）  それでは、再質問

にお答えいたしたいと思います。 

 学校給食につきましては、地産地消の取組の中で、

約３割を今食材として扱っているところでございま

す。 

 以上であります。 

○16番（大石忠昭君）  では、次の議会でも引き続

いてやりますので、終わります。ありがとうござい

ました。 

○議長（安東正洋君）  一般質問を続けます。 

 ３番、於久弘治君の発言を許します。 

於久弘治君。 

○３番（於久弘治君）  議席番号３番、於久弘治で

ございます。質問に入る前に、能登半島地震でお亡

くなりになられた方々に対しまして、この場をお借

りして、私からも謹んで哀悼の意を表すとともに、

ご冥福をお祈り申し上げます。また、被災され、今

なお、避難生活を続けられている方々に対しまして

もお見舞いを申し上げさせていただきます。 

 ほかの議員の皆さんからも、地震に対する本市の

取組について、先ほども質問がありましたが、私か

らも市民の命を守るために、しっかりとした対策並

びに備えを行っていただくことをお願いしたいと思

います。 

 それでは質問に入ります。 

 最初に、泉橋付近の県道豊後高田安岐線の拡幅工

事について質問いたします。 

 河内地区、田染地区、来縄地区の皆さんは、ご存

じの方が多いかと思われますが、森団地前にあるロー

ソンと佐々木モータースとの間にある県道の拡幅工

事を現在行っております。 

 ここ最近までは、河内地区から市街地に向かって、

左側車線の工事を行っておりましたが、先月終わり

から泉橋を通行止めにし、右車線の工事を行ってお

ります。私自身も河内地区に住んでいますので、仕

事の通勤や休日の移動には、この路線を頻繁に利用

しております。 

 平常時は特に問題ないのですが、早朝と夕刻には

美和工業団地と北部工業団地に通勤される方とで、

重なる時間帯になるとなかなか前に進めず、少し進

んだかと思えば泉橋とのＴ字路でまた停止するといっ

た状況がかなり以前から続いていたところでした。 

 工事内容については、地元住民の方々には十分に

説明していると思いますが、私を含め路線を利用し

ている方々にとっては、道路が広くなることは間違

いなさそうなんだが、どのような形状になるのかな

と疑問に感じられる方も多くおられると思います。 

 県道の工事は、大分県である豊後高田土木事務所

が主体で執り行っている工事ではありますが、市民

の皆さんに工事の内容をお伝えするためにも、本市

から情報発信をしていただくことをお願いしたく、

今回質問させていただきました。 

 それでは、県道豊後高田安岐線の拡幅工事の内容、

並びに進捗状況についてお聞きいたします。 

○議長（安東正洋君）  建設課長、馬場政年君。 

○建設課長（馬場政年君）  県道豊後高田安岐線の

拡幅工事についてお答えいたします。 

 本事業は、令和元年度から、今、委員がおっしゃっ

たとおり、森のローソン交差点から佐々木モーター

ス付近までの延長495メートルの区間において、交通

の円滑化とともに、歩行者空間の改善を目的といた

しまして、道路改良を行っているものでございます。 

 具体的には、歩道幅の確保とともに、市道森野部

線との交差点を改良いたしまして、市街地方面に向
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かって車道拡幅による右折レーンの新設、加えて泉

橋に接続いたします道路勾配を緩やかにすることに

よりまして、交差点内の見通しを改善し、通行の安

全性を向上させることといたしております。 

 大分県豊後高田土木事務所によりますと、全体事

業といたしましては、令和７年度完了を見込んでお

りまして、今年度の発注工事では、市報２月号でも

ご案内のとおりでございますけども、健康交流セン

ター花いろ方面につながる泉橋を、４月15日まで車

両の通行止めの措置をとった上で、交差点部の改良

を行うと伺っております。 

 市といたしましても、市道部分との取り合わせ、

それから今年度設計を進めております泉橋歩道新設

事業との調整もございますので、引き続き県と連携

を図りながら、効率的な事業推進に努めてまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  於久弘治君。 

○３番（於久弘治君）  今年度中に工事は完成する

予定であり、泉橋への右折レーンができるというこ

とで、今後、早朝・夕刻の渋滞が緩和されるという

ことがよく理解できました。路線を利用される市民

の皆さん、豊後高田土木事務所並びに工事に従事さ

れている方々は、工事完成に向けて頑張っていただ

いております。もう少しの間、ご迷惑をおかけしま

すが、どうかご理解ご協力のほど、よろしくお願い

いたします。 

 また、本市が取り組もうとしています泉橋の歩道

新設事業についても、計画を進めていただくことも

お願い申し上げます。 

 次に、外国人技能実習生等の受入状況について質

問いたします。 

 市内のスーパーや商店街に出向いていきますと、

以前では中国語がよく飛び交わっていた光景をよく

目にしましたが、最近では中国語だけではなく、様々

な異なる言語で会話をしている様子をお伺うように

なりました。 

 中でもベトナムからの技能実習生等が多いように

感じられ、ほかにもインドネシア、ミャンマー方面

からの方々も増えてきていると聞いております。厚

生労働省の調べでは、2023年10月末時点になります

が、外国人労働者が全国で過去最大の204万8,675人

だったと発表し、初めて200万人を超えたということ

です。 

 また国別では、ベトナムが全体の25.3％、次いで

中国が19.4％、フィリピンが11.1％なっており、大

分県内では9,982人の技能実習生等がおられるという

ことです。 

 本市に限らず、外国人実習生等は農業や自動車産

業では、人手不足を解消するためにも、今や貴重な

人材となっております。今後、農業や自動車産業だ

けでなく、様々な分野においても人手不足は見込ま

れ、外国人の方々の協力が必要になっていることが

充分に予想されます。 

 本市では、以前より外国人の方々の受入れに対し、

様々な取組を行ってきているところではありますが、

コロナ禍が落ち着き始めた時期ということもあり、

ここでもう一度、外国人技能実習生等の受入れにつ

いてご確認したいと思います。 

 それでは、外国人実習生等の受入れにおける本市

の状況と受入れ体制についてお聞きいたします。 

○議長（安東正洋君）  市参事兼商工観光課長、河

野真一君。 

○市参事兼商工観光課長（河野真一君）  それでは、

外国人技能実習生等の受入れ状況についてのご質問

にお答えいたします。 

 初めに、市内に在留して就労しています特定技能

や特定活動を含む技能実習生等の状況についてご説

明申し上げます。 

 本市では、かなり以前から主に農業分野を中心に、

多くの外国人技能実習生の方にお越しいただいてお

ります。ここ数年前からは、北部九州で集積が進み

ます自動車産業の発展を背景として拡大する製造業

や、人手不足が深刻な建設業並びに介護分野などに、

多くの技能実習生等が訪れるようになってきており

ます。 

 令和５年12月末現在、本市の外国人数は20か国88

2名で、そのうち、技能実習生等が占める割合は約8

4％の741名で、県内では３番目に技能実習生等が多

い地域となっております。 

 また、対前年同月比では123名の技能実習生等が増

加しておりまして、今後につきましても増加傾向が

続くものと思われます。ちなみに技能実習生等の国

籍について、多い順に申し上げますと、ベトナムが3

79人、インドネシア154人、中国62人、ミャンマー6

1人、フィリピン50人、カンボジア33人、以下その他

となっております。 

 最近の傾向といたしましては、ベトナムが微減傾

向にありまして、それに代わりましてインドネシア

とミャンマーが増加傾向にあります。本市におきま



３月６日 

 - 45 - 

 

しては少子高齢化に伴います慢性的な労働力不足、

人材の確保が喫緊の課題となっておりまして、技能

実習生等の果たす役割は非常に大きいものがあるこ

とから、平成30年２月に市と商工会議所と企業の３

社が連携いたしました、全国的にも珍しい官民共同

の受入れ組織として、豊後高田インターナショナル

コントリビューション事業共同組合を立ち上げたと

ころでございます。 

 現在、同組合では製造業、介護分野、建設業、農

業に従事するベトナム人、ミャンマー人を中心に10

5名の技能実習生等を受け入れております。また、昨

年２月には、市内美和に旧道野医院跡地に豊後高田

市外国人相談窓口を開設いたしまして、大分県外国

人相談センターなどとも連携を図りながら、市内に

在住する全ての外国人に対しまして、同組合のベト

ナム人とミャンマー人のスタッフが中心となりまし

て、日常生活で困ったことや悩み事などの相談業務

を行っております。市内で暮らす外国人が安心して

暮らせるよう体制を整備したところでございます。 

 さらに、地域のボランティア団体とも連携を図り

ながら、市内で暮らす外国人を対象とした日本語教

室の定期開催や外国人との共生に向けた取組といた

しまして、５月祭でのベトナム・ミャンマー料理の

出展や、綱引きチームを構成して県民スポーツ大会

への参加、また観光盆踊り大会や裸祭りなど、地域

の伝統行事にも積極的に参加するなど、地域との相

互理解を深めるための交流活動支援なども行ってお

ります。 

 人口減少社会に突入した現在、外国人材の確保は

地域産業の維持の面からも必要となっておりますが、

都市部をはじめとする地域間競争の時代に突入して

おりまして、外国人が安心して安全に暮らせる、外

国人から選ばれる魅力あるまちづくりが必要不可欠

となってきております。 

 今後につきましても、国、県、その他の関係機関、

団体、そして地域のボランティアの皆さんとの連携

を図りつつ、外国人の皆様が安全に安心して暮らせ

る多文化共生社会の実現に向けて取り組んでまいり

たいと考えておりますので、市民の皆様方のご理解

とご協力をお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（安東正洋君）  於久弘治君。 

○３番（於久弘治君）  先ほどの課長の答弁の中で

もありました、外国人から選んでもらえる魅力ある

まちづくりが必要不可欠と言われた点につきまして

は、私自身も同感でございます。 

 外国人の方々は、自国を離れ、とても心配な気持

ちを抱いて、言語や文化も異なる日本に来られてい

る方もおられるかと思います。大分県でもそういっ

た配慮の一環として、今月１日から運転免許の学科

試験をベトナム語で受けれるようにし、英語、中国

語に続き、３国語目となっております。 

 本市におきましても、働きに来られた外国人の方々

が、住みやすくかつ不自由さを感じさせない取組と

して、交流活動を中心に進めていただくことをお願

いいたします。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（安東正洋君）  これにて、一般質問を終結

いたします。 

 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

 明日から３月20日まで休会し、各委員会において

付託案件の審査をお願いいたします。 

 次の本会議は３月21日午前10時に再開し、各委員

長の報告を求め、委員長報告に対する質疑、討論、

採決を行います。 

 なお、討論の通告は３月18日、予算審査特別委員

会終了後、直ちに提出願います。 

 本日はこれにて散会いたします。大変ご苦労でご

ざいました。 

午後２時18分 散会 
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